
Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 27

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

Ｈ31.4.1時点市内児童入所人数（人）

130 26 8

78 45 54

119 11 70

97 16 120

118 19 2

44 14 1

81 15 1 計 1,070

1

４．投入資源 （単位：千円）

市
外

湯田川保育園（鶴岡市）

舟形ほほえみ保育園（舟形町）

大蔵村保育所（大蔵村）

戸沢保育所（戸沢村）

市
内

認定こども園金沢幼稚園

事業費増減の理由 地域型保育給付費 133,777
（３０％以上増減の場合） 計 1,059,881

224,303

臨時嘱託等（人） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 施設型給付費（広域） 795

施設型給付費（公立） 130,475

費用合計（①+②） 0 418,437 763,046 928,287 977,717 1,068,750 施設型給付費（市内）

1.14 民間立保育所保育実施業務委託料（広域） 54

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

8,869 民間立保育所保育実施業務委託料（市内） 570,477

内
訳

正規職員（人） 0.00 1.30 1.20 1.05 1.00

人件費　・・・　② 0 10,150 9,289 8,301 7,640

（県）子どものための教育・保育給付費補助金 23,206

一般財源 0 220,613 321,821 409,134 366,598 382,554 主な歳出の内訳

83,506 子どものための教育・保育給付費県費負担金 175,273

その他特財 0 0 0 0 0 0

受益者負担 0 99,747 100,972 102,500 110,858

83,506

県支出金 0 30,623 111,740 140,987 167,154 198,479 子どものための教育・保育給付費国庫負担金 395,342

歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 0 57,304 219,224 267,365 325,467 395,342 保育所入所者負担金

Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 0 408,287 753,757 919,986 970,077 1,059,881

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

幼児教育を希望する児童の保護者と保育を必要とする児童の保護者に教育・保育環境を提供することができた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

992 1,070
-

説明（算式等） （人） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 0 560 763 869

成
果
指
標

指標名称 特定教育・保育施設等利用児童数
年度 Ｈ26 Ｈ27

15
説明（算式等） 達成率 40.0% 86.7% 100.0% 113.3% 120.0%

Ｈ30 R1 R2計画

実績 0 6 13 15 17 18

活
動
指
標

指標名称 施設数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1,507 1,436
1,555

説明（算式等） （人） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,877 1,608 1,564

指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 就学前児童数
年度 Ｈ26 Ｈ27

年度～ （期限の定めの無い事業）

目
指
す

状
態

子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、保護者の選択に基づ
き、多様な施設から適切な教育・保育環境を提供するとともに、特定教育・保
育等を受けた際には新制度に従い、当該費用についての給付費を適切に支
給する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働

目
的

子どもの数が減少傾向にある中で、「子ども・子育て支援新制度」に基
づき、子どものための教育・保育給付費の支給を行うことにより、幼児
期の学校教育・保育の提供体制の拡充と質の向上を図る。 事

業
内
容

幼児教育を希望する児童の保護者と保育を必要とする児童の保護者に
対して、法定代理受領を通じ、特定教育・保育施設等への子どものため
の教育・保育給付費を支給し、特定教育・保育等を提供する。

対
象

小学校就学前の幼児教育を希望する児童の保護者と保育を必要とす
る児童の保護者

予算コード 01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法第１１条

条例・要綱等

担当者 加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事務事業コード 211-101-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

事務事業名 子どものための教育・保育給付支給事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費（児童福祉）

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分

市
内

はぐくみ保育園

はぐくみ第２保育園

なかよし保育園

新庄ベビーホーム

ひまわり保育園

中部保育所

泉田保育所

パリス保育園

新庄保育園

向陽幼稚園
市
内

大手幼稚園

新庄聖マルコ幼稚園

新庄幼稚園

にこにこベビーホーム

オープンハウスこんぺいとう

金沢南保育園

にこにこ東園

(
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計

画

(
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O
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実

行

211-101-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S41 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ ■
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

升形児童館 13 209 285

萩野児童センター 19 1,604 1,445

本合海児童センター 9 1,071 447

○児童館等入館児童及び年間利用者数 ※R2.3.31現在（人）

名称 児童数 一般児童利用延人数 一般住民利用延人数

事務事業名 児童館運営事業 事務事業コード 211-102-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 五十嵐　真琴

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 児童福祉法第４０条

条例・要綱等 新庄市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例・新庄市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項４目 児童館等運営事業費 予算コード 01-030204-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

児童に健全な遊びを提供することでその健康を増進し、また情操を豊
かにすること

事
業
内
容

児童厚生員による集団生活の指導により、児童の健全な育成支援を行
う。また、母親等で連帯組織する「母親クラブ」に対し、各種研修会の参
加、地域住民参加による活動を展開するために補助金を支給する。
児童館の管理運営については指定管理者制度を活用し、地域で組織
した管理委員会を指定管理者として選定している。

対
象

３歳から５歳までの集団保育を希望する幼児並びに放課後児童、母親
クラブ

目
指
す

状
態

児童に健全な遊びの場を提供するとともに、集団的・個別的に指導しな
がら児童の健康を増進し、情操を豊かにする。また、母親クラブ等の地
域組織活動の育成助長を図り、児童の健全育成を行う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 集団指導対象児童
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 66 65 70 64 72
70

説明（算式等） （人） 達成率
活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3 3 3 3 3 3
3

説明（算式等） 達成率 100.0%
成
果
指
標

指標名称 児童館等利用児童数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 56 47 47 46 45 41
-

説明（算式等） （人） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

児童に健全な遊びの場を与え、集団的、個別的な指導を行うことにより地域児童の健全育成が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 40,320 40,477 41,532 41,519 41,724 42,766 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 児童館等使用料 2,502

県支出金 児童安全互助会負担金 52

受益者負担 8,254 6,809 7,075 4,466 5,285 2,554

その他特財

一般財源 32,066 33,668 34,457 37,053 36,439 40,212 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 3,123 4,294 4,645 5,297 4,737 5,213 委員等報酬 24

内
訳

正規職員（人） 0.40 0.55 0.60 0.67 0.62 0.67 修繕料 860

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 指定管理委託料 41,671

費用合計（①+②） 43,443 44,771 46,177 46,816 46,461 47,979 児童安全互助会負担金 105

臨時嘱託等（人） 0.00

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

(
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実

行

211-102-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

●

○

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 指定管理者制度を活用している。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 地域児童に遊びの場を提供し、健やかな成長を支援している。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 3歳～5歳までの集団的指導、自由来館を利用する地域児童への指導によ
り、児童の健康増進等に繋げている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 運営方法の見直し、施設の修繕等、検討を進めていかなければならない。

向上の余地がある

⑨地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 地域児童へのあそび場の提供、母親クラブなど地域団体活動の拠点として、
地域の実情に合わせた事業になっている。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 健全なあそび場の提供および集団生活の指導には、適正な人員かつ実施形
態であると考えられる。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費の削減は、施設管理等に支障が出ると考えられるため、困難である。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 地域の実情に合わせた運営のため、地域で組織した管理委員会を指定管理
者として選定しており、他自治体との連携はできない。

できる

地区の対象児童数の減少とともに入館者数にも減少がみられたが、地域の児童健全育成拠
点施設としての役割は重要である。施設の老朽化対策や児童館の機能について、さらに検討
が必要である。

館長会議を開催し、施設の適切な
運営等について、情報交換を行って
いる。また、運営委員会を開催し、
児童センター等の運営に関するこ
と、児童の体力増進指導に関するこ
と、地域組織との連絡調整に関する
こと等について検討している。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

各管理委員会において、地域の実情に応じ延長保育等実施している。更なる機能強化のた
め、保護者や地域のニーズの把握に努め、地域密着型の施設運営に繋げていけるよう運営方
法の見直しを含めて検討・協議していく。

所
属
長
評
価

それぞれの地域全体の児童数が減少してきているが、児童館・児童セ
ンターの3歳以上児童の保育機能と、小学校児童の遊びの場の機能を
果たしており、行事等をとおして地域住民との関りも深い。地域児童の
健全な成長に寄与していることから、指定管理者との連携を図りなが
ら、老朽化対策、安全確保等適正な運営を行っていく。

所
属
長
評
価

児童数の減少と共に保育所・幼稚園等への預かりも見られるが、小学
校児童の遊びの場の機能も果たしているため、運営については見直し
も含め、地域住民や指定管理者と協議を行いながら、慎重に進めてい
く必要がある。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
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C
K
)
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己
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211-102-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

交付施設 入所児童数 補助金

託児ルームＨＵＧ 3 人 5,557,700 円

こらっせ保育園 15 人 300,923 円

ふくだのやまあじさい保育園 7 人 220,150 円 ※Ｈ31.4.1現在

計 25 人 6,078,773 円 ※補助額には第3子以降保育料補助を含む

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 認可外保育施設乳幼児育成支援事業 事務事業コード 211-103-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 箱山　伶

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 561

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード 01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

安心して子育てができる環境整備の一環として、認可保育所の補完的機能
である認可外保育施設の安定経営と多子世帯の経済的負担軽減、待機児童
対策として補助を行い、市全体の子育て環境の充実を図る。 事

業
内
容

入所児童の人数に応じた施設の運営費補助及び多子世帯の保育料を
一部補助するとともに、待機児童解消のため受け入れ人数に応じ上乗
せ補助を行う。

対
象

認可外保育施設設置者

目
指
す

状
態

多子世帯の経済的負担軽減及び待機児童対策として、認可保育所の補完的
機能である認可外保育施設が安定経営されている状態

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 認可外保育施設数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 8 4 4 4 3
3

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 交付施設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 8 8 4 4 4 3
3

説明（算式等） 達成率 266.7% 266.7% 133.0% 133.0% 133.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 入所児童数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 289 289 67 69 37 25
80

説明（算式等） 達成率 109.0% 361.2% 83.7% 86.2% 46.3% 31.3%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

認可外保育施設に経済的な支援を行うことにより、適切な保育環境を確保するとともに待機児童対策となった。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 36,619 37,034 15,730 17,646 10,622 6,079 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 （県単）届出保育施設すこやか保育事業費補助金 2,157

県支出金 18,159 18,517 7,304 6,241 3,131 2,157

受益者負担

その他特財

一般財源 18,460 18,517 8,426 11,405 7,491 3,922 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 2,733 2,342 2,322 1,581 993 1,400 市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金 6,079

内
訳

正規職員（人） 0.35 0.30 0.30 0.20 0.13 0.18

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 39,352 39,376 18,052 19,227 11,615 7,479

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由 これまで補助対象だった施設が認可施設となったこと、及び、入所児童のうち
多子世帯及び第３子以降児童が減少し、市補助額が減少したため。（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-103-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 運営に係る市補助金の交付事業であるため、民間との協働はできない。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 認可外保育施設の安定経営と保護者の経済的負担軽減による子育て環境
の改善を目的としており、施策に結びついている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 認可外保育施設が健全に運営され、安心・安全な保育サービスを受けること
ができているとともに、待機児童対策となっている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 補助金額を増額できれば、認可外保育施設の安定経営と認可施設との保育
料格差是正に寄与することができる。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 認可外保育施設があることで、産休や育休明け等、年度途中の受入による
待機児童解消や、短期入所等多様なニーズに対応することができる。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 補助事業を実施することで、各施設において保護者のニーズに応じたきめ細
かい保育サービスを提供できている。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 削減した場合、安定経営ができず保育サービスの質の低下等影響がある。
待機児童解消対策としても認可外保育施設は必要であり、事業費は削減で
きない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 平成２３年度より最上郡内町村と認可外保育施設支援に関する協定を締結
し、入所児童数に応じて負担している。

できる

認可施設が定員を満たしている年度途中の入所や、認可施設の入所要件に合致しない場合の保育
を希望する保護者にとっては必要な施設となっている一方、施設の運営は保育料が大部分を占めて
おり、安定的な運営が厳しい現状にある。また、利用者にとっては、保育料が一律に設定されている
ため、保護者の経済的負担が大きくなり、世帯間で格差が生じる場合がある。

企業主導型保育施設については提
携企業従業員の子の保育をメイン
に、継続した利用も見られるなど定
着傾向にある。多子世帯の保育料
軽減及び第３子以降児童の保育料
免除事業を継続し、適切な保育環
境の確保について支援する。
その他施設についても市の子育て
環境の整備に向けて、継続した支
援策を検討していく。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

今後も認可施設に入所できない児童の受入施設を確保し、多様なニーズに対応するため、認可外
施設への支援を継続していく必要がある。また、保護者の経済的負担軽減のため、多子世帯の保育
料軽減に加え、第３子以降児童の保育料免除事業を継続する。

所
属
長
評
価

認可施設に入所できない乳幼児の受入れや保護者の多様なニーズに応じた
きめの細かいサービスが行われる施設として大きな役割を担っている。経営
の安定のための支援を行うことで、保育の質の確保及び安定経営が図られ
る。子ども・子育て支援事業計画に基づき、新制度への移行について推進し
ていく。

所
属
長
評
価

特に、年度途中の入所のニーズへの対応が可能な施設として大きな役
割を果たしており、年度末には定員をほぼ満たしている。しかし、特定
教育・保育事業所と比較すると経営基盤が弱いため、市が支援するこ
とにより、安定して質の高い保育の提供が図られる。新制度への移行
等については、今後も、事業者との協議を重ねていく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-103-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H8 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《R元年度研究・研修会参加回数》

向陽幼稚園 33 回

金沢幼稚園 37 回

新庄幼稚園 12 回

新庄聖マルコ幼稚園 11 回

大手幼稚園 22 回

計 115 回

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 私立幼稚園教育振興事業補助金交付事業 事務事業コード 211-104-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤朋子

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市私立幼稚園教育振興事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 １０款１項４目 私立学校振興対策事業費 予算コード 01-100104-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

就学前教育の充実と教職員の資質向上を図る。

事
業
内
容

市内の私立幼稚園において、幼児教育及び経営管理の調査･
研究・研修を行う場合に、事業費の2分の1以内（上限20万円）
の範囲内で補助金を交付する。

対
象

市内の私立幼稚園

目
指
す

状
態

私立幼稚園における教育環境の充実と教職員の資質向上を
図るために支援し、就学前教育の一層の振興を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 市内の私立幼稚園
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 5 5 5 5 5 5
5

説明（算式等） 市内の私立幼稚園数 達成率
活
動
指
標

指標名称 補助金交付私立幼稚園数（園）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 5 5 5 5 5 5
5

説明（算式等） 達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 研究･研修会参加回数（回）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 134 123 127 143 125 115
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

就学前教育の充実と教職員の資質向上に役立っている。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 900 900 1,000 1,000 1,000 1,000 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 900 900 1,000 1,000 1,000 1,000 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 1,171 781 774 791 764 778 私立幼稚園教育振興事業費補助金 1,000

内
訳

正規職員（人） 0.15 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 2,071 1,681 1,774 1,791 1,764 1,778

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-109-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

■ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 補助対象事業のため、協働はできない。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 就学前の教育環境の整備と教職員の資質向上は、子どもの教育・保育環境
を充実するために必要である。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 安定した幼稚園運営は、良好な幼児教育環境を維持するために必要である。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 教育環境を充実するため、補助金は有効で就学前教育に役立っている。幼
稚園での補助金の活用方法によっては、幼保連携の研修の実施等、より向
上が見込まれる。向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 私立幼稚園における就学前教育の振興を図るため、教育環境の充実は必要
である。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 事務処理上、最低限の配置である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 良好な幼児教育環境を維持するためには、現行補助額は必要である。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 補助対象幼稚園には、他自治体からほとんど就園していないため、連携困難
である。

できる

就学前教育環境を充実するためには、安定した幼稚園運営が不可欠であり、補助金の継続は
適切である。

就学前教育の一層の振興が図られ
るよう、適切な指導を行う。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

幼稚園における教育環境の整備や職員の資質向上のため、補助金の交付を継続する。

所
属
長
評
価

義務教育の基礎となる幼児教育のための職員の研修など、質
の高い幼児教育の提供を確保するために活用されており、継
続して事業に取り組む。

所
属
長
評
価

質の高い幼児教育の提供とより良い教育環境を整備するため
に活用されている。継続して必要な事業である。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-109-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H25 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

※副食費分の人数は保育料分人数の内数となる。

(R2.3.31現在)

４．投入資源 （単位：千円）

9 89

Ｈ30 R1

企業主導型保育施設 補助金 2 3

保育料分 補助方法 施設数 人数

認可保育所 免除

児童館・児童センター 免除 3 5

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　①

事務事業名 第３子以降の児童保育料免除事業 事務事業コード 211-105-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市第3子以降児童保育料等免除事業実施要綱、新庄市第3子以降児童幼稚園等保育料無償化事業実施要綱、新庄市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード 01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

子育てに係る保護者の経済的負担を軽減することにより、安心して子
どもを生み育てる環境づくりを推進する。

事
業
内
容

第3子以降児童（18歳未満の児童のうち出生の早いものから3人目以降
の児童）を対象に保育料・児童館等使用料の免除を行う。
また、幼稚園、地域型保育事業所、認可外保育施設が上記児童を対
象に保育料の免除を行った場合、施設に対し補助を行う。

対
象

第3子以降児童（18歳未満の児童のうち出生の早いものから3人目以降の児童）
が保育所、児童館・児童センターに入所している世帯。
また、子ども・子育て支援法の規定による確認を受けた幼稚園及び地域型保育
事業所、認可外保育施設で上記規定の児童の保育料を免除にした施設。

目
指
す

状
態

多子世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育てできる環境を推進す
る。
また、認可外保育施設に対して補助を行うことにより、認可施設との経
済的な負担の差を解消し、待機児童解消を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
第３子以降児童がいる子育て世帯
（第１子18歳未満、第３子６歳未満）

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 R2見込

実績 111 254 247 243 231
250

Ｈ29

説明（算式等） 達成率

15

活
動
指
標

指標名称 補助金交付施設数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

125.0%

Ｈ30 R1 R2計画

実績 7 8 10 12 9

Ｈ27

12
説明（算式等） 達成率 58.3% 66.7% 83.3% 100.0% 75.0%

実績 43 47 109 130

成
果
指
標

指標名称 免除・補助人数
年度 Ｈ26 Ｈ30 R1Ｈ28 Ｈ29 R2目標

137
説明（算式等） 達成率

134

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

多子世帯の経済的負担が軽減され、安心して子育てできる環境の推進が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

4,992 7,392 6,087 11,629 10,157 7,344 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 7,392

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 4,992 0 6,087 11,629 10,157 7,344 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 781 1,562 1,161 1,186 1,452 1,478 第３子以降児童幼稚園等保育料無償化事業費補助金 5,584

内
訳

正規職員（人） 0.10 0.20 0.15 0.15 0.19 0.19 認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金 1,760

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 5,773 8,954 7,248 12,815 11,609 8,822

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

地域型保育事業所 補助金 3 7

8

認定こども園 補助金 1 15

認可外保育施設 補助金 1 10

幼稚園 補助金 2

金額

16,016,150

381,000

副食費分

公立保育所

認可保育所

-

17

112,923

1,722,300

1,844,300

579,600

1,646,758

補助金認定こども園

幼稚園

12 216,000

補助方法 施設数 人数 金額

免除 2 459,000

補助金

補助金 2 10 204,900

6 38 1,017,000

1

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-105-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ ■ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 保育料の補助・免除事業のため協働できない。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 多子世帯の経済的負担の軽減により、安心して産み育てられる子育て環境
づくりが推進された。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

少子化対策として、多子世帯の経済的負担軽減は重要である。対象児童の
拡大と、認可外保育施設への補助により、認可施設との保育料格差を軽減し
ている。見直しの余地がある

有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 第３子の要件である第１子の年齢要件のさらなる引き上げにより、年齢が離
れているために対象とならない世帯の負担軽減を図ることができる。

向上の余地がある

適切である

なっていない 保育料負担軽減のニーズは高く、経済的負担の多い多子世帯の支援を行う
ことができている。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 事業実施にかかる事務処理が必要であり、補助事業としての実施は適正で
ある。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

できる

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 補助事業の事業費を削減した場合、効果が減少してしまう。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 保育料の補助・免除事業のため連携できない。

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

　令和元年度において幼稚園１施設が新制度へ移行したため、市内すべての幼稚園が対象と
なった。
　また令和元年１０月より、幼児教育・保育の無償化が実施され、３歳以上児の保育料が免除
となったため、保育料については０～２歳児クラスのみ免除・補助の対象となり、３歳以上児に
ついては副食費が新たに免除・補助の対象となった。

令和２年度より、国制度の第２子半額免
除に該当しない児童向けの独自補助を
実施する予定である。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

第３子以降のみでなく、国の制度に当てはまらない第２子へも制度を拡充し、少子化対策として
の効果を高めていく。

「幼児教育・保育の無償化制度」が令和元年10月から実施され、3歳以
上児童の保育料が無償化となったが、0歳～2歳児童は現状のままで
あるため、多子世帯の経済的負担軽減の一助となった。今後も継続し
行っていくことが必要な事業である。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性 休廃止

所
属
長
評
価

子育て世代に安心して子育てできる環境を提供できた。また、令和元
年度からは市内すべての幼稚園が対象となり、市内保育・教育施設間
の不公平感は解消された。国の幼児教育・保育の無償化が令和元年１
０月より実施予定なので、動向を踏まえながら現制度の年齢要件のさ
らなる緩和により、多子世帯への支援を図って行く。

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善

今後の方向性 理由等

現行

その他

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止

実施形態の見直し

総合意見

財源が不足

改善 財源の確保事業内容の見直し対象の見直し

拡大 事業費の拡大 人員の拡大

所
属
長
評
価

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-105-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 22

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（人）

４．投入資源 （単位：千円）

事業費増減の理由 委託料 2,798
（３０％以上増減の場合） 備品購入費 476

1,904

臨時嘱託等（人） 52.00 45.00 34.00 35.00 38.00 34.00 賄材料費 17,673

光熱水費 3,395

費用合計（①+②） 402,534 393,269 286,774 298,487 278,519 259,156 修繕料

21.39 日々雇用職員賃金 15,896

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

166,414 非常勤嘱託報酬 44,333

内
訳

正規職員（人） 29.45 29.45 24.05 23.30 22.80

人件費　・・・　② 229,946 229,946 186,171 184,210 174,192

一般財源 109,253 105,394 74,637 88,072 76,236 71,124 主な歳出の内訳

副食費徴収金 1,836

その他特財

0 延長保育事業費負担金 24

受益者負担 63,335 57,929 25,966 26,205 28,091 21,618

保育所入所負担金 19,758

県支出金 0 0 0 0 0内
　
訳

国庫支出金

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 172,588 163,323 100,603 114,277 104,327 92,742 歳入の積算内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

安心・安全に保育できる環境を整え、公立保育所として地域の保育の中心的役割を果たし、児童の健全育成が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

0
説明（算式等） 達成率 - - - - - -

Ｈ30 R1 R2目標

実績 0 0 0 0 0 1

100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 事故苦情件数（件）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2 2
2

説明（算式等） 達成率 150.0% 150.0% 100.0% 100.0%

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3 3 2 2

活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27

1,555
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,651 1,608 1,579 1,508 1,436

その他　（

対
象
指
標

指標名称 就学前児童数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

仕事等の社会的活動と子育ての両立を容易にするため、安心して子育
てができる環境を整備することにより、子育ての負担感を緩和するとと
もに、保護者の利便性と子どもの健やかな成長を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

児童福祉法に基づき、日々保護者の委託を受けて、保育の必要性の
ある児童の保育を行う。

事
業
内
容

保護者の就労や病気などで、家庭で保育できない児童を保護者に代
わって保育する。保育方針に基づき、入所児童一人一人の成長を図る
とともに、通常保育時間以外の延長保育の実施により、保護者の子育
てを支援する。

対
象

０歳から５歳までの保育の必要性のある乳幼児。

01-030203-0201

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉法第24条

条例・要綱等 新庄市保育所設置条例・新庄市保育所管理運営に関する規則・新庄市保育所休所日に関する規程・新庄市保育の必要性の認定に関する条例・新庄市保育の実施に関する条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項３目 保育所運営事業費（児童福祉） 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 箱山　伶

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 561

事務事業名 市立保育所管理運営事業 事務事業コード 211-107-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

市立保育所入所人員　各年度４月１日当初

年度 中部 南部 泉田 計
H26 139 122 78 339
H27 125 123 83 331

H29 114 民営化 86 200
H28 114 民営化 86 200

R1 130 民営化 78 208
H30 126 民営化 89 215

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-107-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 27

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

事業毎延利用数（Ｒ元年度）

４．投入資源 （単位：千円）

30 105

6,328

10,120

10,080

35,483 34,438

病児保育事業

成果（どのような状
態になったか）

延長保育事業、一時預かり事業及び病児保育事業が保育ニーズに対応した形で実施された。

938

511

延人数

24

34

実人数

一時預かり事業（一般型）

一時預かり事業（幼稚園型）

延長保育事業

実人数

53

9,742

費用合計（①+②） 0 32,846

補
足
説
明

事務事業名 地域子ども・子育て支援事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費（児童福祉）

事務事業コード 211-108-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法第第59条

条例・要綱等 新庄市地域子ども・子育て支援事業費補助金交付要綱

予算コード 01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

　核家族化と共働き世帯の増加により、保育ニーズも多様化している。
安心して仕事と子育ての両立ができる環境の整備のため、子ども・子
育て家庭を対象として右記の事業を実施する事業者に必要な事業費を
補助する。

事
業
内
容

地域子ども・子育て支援事業の内
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり事業
・延長保育事業
・病児保育事業

対
象

市内子育て世帯

目
指
す

状
態

　各支援事業の実施により、すべての子育て世帯が就労と子育ての両
立ができるよう子育て支援の充実を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 0～11歳児童数（小学生以下）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 3,502 3,415 3,285 3,193 3,109
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 実施事業数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 4 4 4 4 4
6

説明（算式等） 達成率 66.6% 66.6% 66.6% 66.7% 66.7%
成
果
指
標

指標名称 支援事業実施施設数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 3 9 9 9 10
10

説明（算式等） 達成率 33.3% 90.0% 90.0% 90.0% 100.0%

歳入の積算内訳

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

9,877

R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 27,771 30,451 30,248 31,032 31,495

10,287内
　
訳

国庫支出金 9,092 9,872 9,846

一般財源 0 9,100

延長保育料

16,041 子ども・子育て支援交付金 16,041

県支出金 9,089 9,872 9,846 10,120 保育対策等促進事業費補助金 10,287

受益者負担 490 830 814 712 642

新庄市地域子ども･子育て支援事業費補助金

642

その他特財

4,525 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 0 5,075 5,032 4,190 3,285 3,345 31,495

内
訳

正規職員（人） 0.65 0.65 0.53 0.43 0.43

１人当たり単価 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

34,317 34,840

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-108-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 27

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

事業費増減の理由
委託料の支出がないため。

（３０％以上増減の場合）

臨時嘱託等（人）

郵送料 22

費用合計（①+②） 6,943 3,204 3,159 3,291 5,062 4,161

0.50 印刷製本費 99

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

3,890 委員報酬 150

内
訳

正規職員（人） 0.85 0.40 0.40 0.40 0.40

人件費　・・・　② 6,637 3,123 3,096 3,162 3,056

一般財源 306 81 63 129 2,006 271 主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金内
　
訳

国庫支出金

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 306 81 63 129 2,006 271 歳入の積算内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

第２期新庄市子ども・子育て支援事業計画を策定した。今後の子育て支援事業を推進する指標となり、教育・保育の利用定員等の
見込に対応した提供体制の確保に繋がっている。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

実績

成
果
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2 5
-

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 5 3 2 4

活
動
指
標

指標名称 計画策定に係る会議等の公表回数（回）
年度 Ｈ26 Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 3,502 3,415 3,285 3,193 3,247

その他　（

対
象
指
標

指標名称 0～11歳児童数（小学生以下）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

振興計画との整合性を図りながら、本市が今後進めていく子育て支援
施策の方向性及び目標を定め子育て支援の環境整備を実施する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

乳幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に進
める仕組みとして、国の基本指針に即した計画を策定し、実施する。

事
業
内
容

子ども・子育て支援法第６１条に基づく市町村事業計画を策定し、各種
事業を実施している。昨年度実施したニーズ調査の結果を踏まえて、
第２期新庄市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～６年度）を策
定するために、庁内会議を２回開催するとともに、子ども・子育て会議で
の検討・協議により計画を策定した。

対
象

全ての子育て世帯

予算コード 01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法

条例・要綱等

佐藤　朋子

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分

事務事業コード 211-110-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者

事務事業名 子ども・子育て支援事業計画関連事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

○子ども・子育て会議

第１回5月16日 ・教育・保育施設の新制度への移行状況について ・計画の骨子案について

第２回7月19日 ・計画案（総論第1・2章）（各論第2章）について

第３回8月20日 ・計画案（総論第3章・各論第3章）について

第４回11月8日 ・委員改選に伴う委嘱状交付 ・計画案（各論第4・5章）について

第５回2年2月26日・最終案の確認について・特定教育・保育施設等の利用定員の設定に係る意見聴取について

211-108-36（Ｒ１実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 R1 年度 ～ 終期 R2 年度

○

２．事務事業の概要

□ □ □
□ □ ■
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・R1年度調定額　  　2,667,000円 （H31.4月からR1.9月の6か月分使用料）

・R1.10月からR2.3月の6か月分無償　3,136,900円

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 児童館等使用料免除事業 事務事業コード 211-111-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 井上　美佳

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 児童福祉法第４０条

条例・要綱等 新庄市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例

予算・事務事業名 一般会計 3款2項4目 児童館等運営事業費 予算コード 01-030204-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和２年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

児童館・児童センターを利用する保護者の経済的負担を軽減すること
により、安心して子どもを産み育てる環境づくりを推進する。

事
業
内
容

令和元年１０月から実施された保育料無償化に合わせ児童館・児童セ
ンターの使用料を免除する。

対
象

児童館・児童センターにおける集団指導対象児童の世帯。

目
指
す

状
態

児童館・児童センターを利用する保護者の経済的負担を軽減し、安心
して子育てできる環境づくりを推進し、国が実施する保育料無償化対象
施設との経済的負担の差を解消する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 地域別集団指導対象児童
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２見込

実績 72
70

説明（算式等） （人） 達成率
活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２計画

実績 3
3

説明（算式等） 達成率 100.0%
成
果
指
標

指標名称 児童館等利用児童数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２目標

実績 41
説明（算式等） （人） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

幼児教育・保育の無償化に合わせ令和元年１０月分の児童館等使用料から無償化した。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 0 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 0 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 78

内
訳

正規職員（人） 0.01

１人当たり単価 7,780

費用合計（①+②） 78

会計年度任用職員等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-111-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ ■
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 子どもの保育・教育環境の充実を図る事業として結びついている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

効率性は高まらない 市で行うべき事業である。

効率性は高まる

国の保育料無償化制度の対象外施設となっているため、この事業により保護
者の公平性が図られる。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 無償のためこれ以上向上の余地はない。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 子どもの保育・教育環境の充実を図る事業として結びついている。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 必要最小限の人員である。

改善の余地がある

⑥他自治体と連携するこ
とで効率性が高まるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（Ｒ1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費歳出は発生しない。

⑦官民協働できるか
できない 市で行うべき事業である。

できる

国の保育料無償化に伴い、国の対象外となっている児童館等使用料を令和元年10月分から
無償とした。本事業は保護者の不公平感の解消、経済的負担軽減のため行う必要がある。

国の保育料無償化に伴い、児童館
等使用料を令和元年10月分から無
償とする条例改正を行った。これに
より保護者の不公平感の解消、経
済的負担軽減が図られたため、本
事業は令和元年度で終了する。

今回の評価（Ｒ1実績評価）

国の保育料無償化に伴い、国の対象外となっている児童館等使用料を保護者の不公平感の
解消、経済的負担軽減のため令和元年10月分から無償とするため条例を整備する。

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

所
属
長
評
価

所
属
長
評
価

国の「幼児教育・保育の無償化」の制度に合わせた形で児童センター
等の使用料を10月から無償とすることにより、3歳以上の保育施設等の
利用者との公平性が保たれ、利用者の経済的負担の軽減が図られ
た。なお、使用料を無料とする条例改正を行ったため、令和2年度より
歳入には計上されない。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-111-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 31

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・補助要件対象児童数（R1)

※うち１名については加配なし

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 障がい児保育支援事業 事務事業コード 211-112-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 箱山　伶

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 561

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準　等

条例・要綱等 新庄市障がい児保育支援事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項３目 特別保育事業費（児童福祉） 予算コード 01-030203-0208

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和２年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

民間保育施設において、一人ひとりの子どもの発達過程や障がいの状
況を把握し、適切な環境の下で保育を実施するため。

事
業
内
容

・左記対象について、基準により配置する保育士・幼稚園教諭のほか、
対象児童１人または２人に対し、１名以上を配置する場合に、補助金を
交付する。
・算定方法：月額76,250円×各月初日の対象児童の人数×入所月数

対
象

・保育を必要とする２号・３号認定者で、以下の要件に合致する児童を受け入れ
ている認可保育所または認定こども園
・要件：（１）身体障害者手帳が交付されている（２）療育手帳が交付されている
（３）特別児童扶養手当を受給している（４）児童相談所の判定書、医師の申請書
等により、身体面、情緒面等において、継続的にな支援が必要と認められる

目
指
す

状
態

障がい児について適切に保育士を配置した保育施設に対して補助金を
交付することにより、児童福祉の増進を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 就学前児童数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２見込

実績 － － － － － 1,436
1,555

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 補助金交付施設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２計画

実績 － － － － － 4
8

説明（算式等） 民間立保育所・認定こども園数 達成率 － － － － － 50.0%
成
果
指
標

指標名称 補助対象児童数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２目標

実績 － － － － － 8
－

説明（算式等） 達成率 － － － － － －

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

補助金の交付により、障がい児を受け入れる保育施設の負担軽減に寄与し、保育環境の充実につながった。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① － － － － － 6,329 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 6,329 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② － － － － － 78 障がい児保育支援事業費補助金（市単） 6,329

内
訳

正規職員（人） 0.01

１人当たり単価 7,780

費用合計（①+②） － － － － － 6,407

会計年度任用職員等（人） － － － － － 0.00

事業費増減の理由
新規事業のため。

（３０％以上増減の場合）

3

3

施設名

新庄保育園

金沢南保育園

はぐくみ保育園

パリス保育園

2

1

申請児童数

3

2

2

1

（要件該当児童数）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-112-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 発達障害等発達に困難を有する児童が増加傾向にあるなかで、保育施設が
保育士の加配を行い集団保育を適切な環境下において実施できるよう、支援
する事業である。見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

効率性は高まらない 補助対象が市認可保育施設になっているため、原則として市内在住の児童
のみが対象となり、他自治体との連携は想定できない。

効率性は高まる

施設における児童一人ひとりの適切な保育環境の確保のために必要な対象
であり、目指す状態となっている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 対象児童について、診断が予約後半年以上の待ち状況であるため、加配が
付いていても補助対象にならない場合がある。要件を緩和することにより、施
設への支援が拡充され、充実した保育環境が実現できる。向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 発達障害等発達に困難を有する児童が増加傾向にあり、保育施設の負担も
大きくなっていることから、支援により保育環境を整えることで適切な保育が
実施できるようになる。なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 障がい児の保育環境については養護主事と、職員の配置については給付費
担当職員と連携を図りながら、適正な補助金支出を行っている。

改善の余地がある

⑥他自治体と連携するこ
とで効率性が高まるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（Ｒ1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 児童についての補助要件は障害を公的に認められていることを確認できる最
低限のものとなっており、基準額についても加配基準に基づき市嘱託保育士
報酬月額を基としている。

⑦官民協働できるか
できない 市の補助事業であるため、民間事業者との協働で支出はできない。

できる

　現在の対象児童について「各手帳の交付」「手当の受給」「診断書があること」となっているが、発達障害に
ついては県内で診察できる医療施設が限られており予約がすぐに取れない状況であることから、診断を受
け、診断書が出されるまで半年以上かかってしまう現状にある。そのため、診断書がない中でも加配が付い
ている場合について補助対象外となり、負担感を感じている施設がある。
　また、保育士自体が不足しており、加配が必要な場合でも専属で担当を付けられない施設がある。

　施設に対しては要件について説明を行
い、理解を得ている。なお養護主事と連
携し、次年度に診断名が付くと思われる
児童分については、予算要求時点で調
査している。
　また、保育士不足の解消に向けて、保
育士試験の紹介や各機関への保育士採
用情報の掲載を通じて、保育士の確保に
ついて周知を図っている。

今回の評価（Ｒ1実績評価）
　補助要件を緩和し、医療施設を予約した時点で要件を満たしたと認める等補助要件を緩和することによ
り、施設の負担軽減につながる。ただし、要件を緩和することで、対象児が多い場合予算が増大することも
想定されるため、慎重に検討する必要がある。

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

所
属
長
評
価

－

所
属
長
評
価

当初予算において計上した対象児童数5名に対し、年度途中に診断が
ついたことで増加した対象児童は3名であった。補助金の交付要件とし
て保育士の加配という要件を付加しているが、障がいのある児童に対
する保育環境を整えることにつながっている。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

　　　年後に廃止 その他

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い

目的妥当性がない 時代に適合していない

総合意見

財源が不足

事業内容の見直し 実施形態の見直し

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-112-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S49 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ ■
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

15 59

53 80

49 22

42 40

15

計 375 ※R１年５月１日現在

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 放課後児童健全育成事業（学童保育） 事務事業コード 211-201-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤　晃成

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 563

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 子ども子育て支援法第５９条

条例・要綱等 新庄市放課後児童健全育成事業実施要綱　新庄市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費（児童福祉） 予算コード 01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

地域における昼間保護者のいない家庭の小学生の保育を行うことによ
り、これら児童を事故や非行から守り、健全な育成を目指すとともに、
保護者がが安心して働けるようにする。 事

業
内
容

市設置の学童保育所４ヶ所を市社会福祉協議会へ委託し、民間学童
保育所6箇所に補助をおこない、以下の事業を実施し、児童の健全育
成を図る。
①利用児童の健康管理、安全確保、情緒の安定を図る。
②遊びの活動への意欲の向上。
③遊びを通し自主性・社会性・創造性を培う。
④家庭や地域で遊びの環境づくり支援。

対
象

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校１～６学年までの児童

目
指
す

状
態

放課後児童クラブの安定経営により、安心・安全な保育環境の充実を
図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 小学校就学児童数(５月１日現在)
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,938 1,844 1,766 1,742 1,673
1,640

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 9 10 10 10 10 9
10

説明（算式等） 達成率 90.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 90.0%
成
果
指
標

指標名称 利用児童数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 291 347 358 365 379 385
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

昼間、保護者のいない小学生の放課後の安心・安全に保育できる環境を整え、児童の健全育成が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 46,208 60,154 66,012 73,248 75,493 85,551 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 15,532 16,327 19,385 20,138 31,150 （国）子ども・子育て支援交付金 31,150

県支出金 20,520 16,446 17,110 20,182 21,107 25,172 （県単）放課後児童健全育成事業費補助金 1,772

受益者負担 9,069 12,819 13,516 13,666 13,474 13,185 (県）放課後児童健全育成事業費補助金 23,400

その他特財 学童保育負担金（中央・日新・北辰・萩野） 13,185

一般財源 16,619 15,357 19,059 20,015 20,774 16,044 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 3,123 1,952 2,322 2,372 2,292 2,334 市学童保育所修繕 45

内
訳

正規職員（人） 0.40 0.25 0.30 0.30 0.30 0.30 放課後児童対策事業委託料 42,830

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 学童保育所施設管理業務委託料等 1,376

費用合計（①+②） 49,331 62,106 68,334 75,620 77,785 87,885 浄化槽法定水質検査手数料 11

臨時嘱託等（人） 日新放課後児童クラブに係る負担金（火災保険料・消雪道路） 24

事業費増減の理由 市放課後児童健全育成事業費補助金 40,381
（３０％以上増減の場合） 備品製作業務委託料 354

ひまわり放課後児童クラブ

中央学童保育所

日新放課後児童クラブ

北辰学童保育所

萩野放課後児童クラブ

にこにこ城南放課後児童クラブ

はぐくみキッズ放課後クラブ

なかよし放課後学童クラブ

金沢学童クラブ

(
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N
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計

画

(
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実
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211-201-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

●

○

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ ■ □ □ □ ■ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 現在も実施している。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 放課後の子どもの安心・安全な保育環境を提供している事業であるため、施
策に結びついている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 対象・目指す状態ともに適切である。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 支援や配慮が必要な児童に対しての保育について、体制整備が必要であ
る。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 地域のニーズに合わせた事業実施となっている。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 支援や配慮が必要な児童に対してきめ細やかな保育を行うために、人員を増
やす必要がある。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 安全な保育環境を提供する上での必要経費であるため、削減の余地はな
い。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 地域のニーズに合わせた事業実施となっているため、他自治体との連携は
難しい。

できる

核家族や共働き世帯の増加により学童保育へのニーズが高まっている中、児童１人１人の成
長に合わせた保育へのニーズも高い現状である。個々へのきめ細やかな保育を行うために
も、人員の確保や能力向上が必要である。

研修会開催案内の配布及び声掛け
を行い、参加を促している。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

支援員の確保のため、積極的に認定研修や各種研修への参加を促し、支援員の個々のスキ
ルアップを図る。また、厚生労働省等より示されているガイドラインやマニュアルの周知を行
い、ニーズに対応できる環境を整える。

所
属
長
評
価

事業の継続を行うとともに、老朽化が進んでいる施設の更新や今後も
更なる需要の高まりが予想されるため、現在整備に取り掛かっている
施設以外の放課後児童クラブの整備についての検討を行い、今後の
ニーズに応じた事業展開が必要である。

所
属
長
評
価

保護者の就労や高学年の利用の高まりにより、今後も需要が高まって
いくと思われる。また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、小学
校が臨時休業となった期間においては、共働き家庭の児童の居場所と
して重要な役割を果たした。今後も継続して実施すべき事業である。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

拡大 事業費の拡大

(
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211-201-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H29 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ整備事業

・平成２９年度：基本設計業務委託料 1,812 千円

・平成３０年度：実施設計業務委託料 6,408 千円

・令和元年度：工事監理委託料前払い　 423 千円

・令和元年度：建設工事請負費前払い 29,095 千円

・令和２年度：建設工事完成、内部整備

・令和３年度：４月開校、放課後児童クラブ開所

（令和２年１０月着工・令和３年３月完成予定）

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ整備事業 事務事業コード 211-202-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 井上　美佳

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 款　項　目 ３款２項１目 予算コード 01-030201-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

明倫学区における小学校児童の放課後の安全安心な活動場所を提供す
る。

事
業
内
容

令和３年４月に開校する明倫学区義務教育学校に通学する６年生まで
の児童を対象とした明倫学区義務教育学校に併設する放課後児童クラ
ブの工事を行う。

対
象

明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ　利用者

目
指
す

状
態

令和３年４月に開校する明倫学区義務教育学校に通学する６年生までの児
童を対象とした明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブの整備。
定員は６０名。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 放課後児童クラブ利用人数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 0 0 0
60

説明（算式等） 年度末(計画定員） 達成率
活
動
指
標

指標名称
H３０年までは設計業務委託
R 1からは工事出来高

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 1 1 17.2
100

説明（算式等） 年度末（％） 達成率 100.0% 100.0% 17.2%
成
果
指
標

指標名称 放課後児童クラブの設置
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 0 0 0
1

説明（算式等） 年度末 達成率 0.0% 0.0% 0.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

明倫学区義務教育学校の工事と共に、令和元年9月17日契約、10月１日着工。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 1,812 6,408 29,518 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 7,908 国子ども・子育て支援整備交付金 7,908

県支出金 1,976 県子ども・子育て支援整備交付金 1,976

受益者負担

その他特財 17,400

一般財源 0 0 0 1,812 6,408 2,234 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 0 0 0 2,372 2,674 2,723 工事監理業務委託料 423

内
訳

正規職員（人） 0.30 0.35 0.35 工事請負費 29,095

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 0 0 0 4,184 9,082 32,241

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
令和元年度工事開始のため事業費が膨らんでいる。

（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-202-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

■ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 明倫学区の小学校児童の放課後児童健全育成事業として結びついている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 安全かつ快適な放課後児童対策の充実に結びついている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がない
か

向上の余地がない 予算の範囲内で、安全で快適な施設の整備が図られている。

向上の余地がある

明倫学区に必要な施設である。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 必要最小限の人員である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか
できない 市で行うべき事業である。

効
率
性

④成果を下げずに事業費
を削減できないか

削減の余地がない 「新庄市小中一貫教育基本方針」及び「明倫学区小中一貫教育校基本構想」
に従った事業であり、「明倫学区義務教育学校基本設計業務委託仕様書」に
沿った内容である。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 市で行うべき事業である。

できる

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

明倫学園の整備に合わせ引き続き事業を推進する。

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

「新庄市小中一貫教育基本方針」及び「明倫学区小中一貫教育校基本構想」に従った事業であり、「明倫学区義
務教育学校実施設計業務委託仕様書」に沿った内容である。
工事の進捗状況は予定通りだが、今後新型コロナウイルスの影響で部材の納品の遅れが懸念される。

明倫学園の整備に合わせ事業を推進し
ている。

所
属
長
評
価

明倫学区義務教育学校に併設した放課後児童クラブの一体的整
備であり、学校の整備に合わせて引き続き事業を推進する。

所
属
長
評
価

明倫学園に併設した放課後児童クラブの一体的整備であり、学
校の整備に合わせて引き続き事業を推進する。また、開所に向
けての設備を整えていく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性休廃止 改善

今後の方向性 理由等

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-202-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

利用状況内訳
(人）

４．投入資源 （単位：千円）

24,260 4,772 3,073 32,105

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者

評価区分 評価事業

（期限の定めの無い事業）

その他　（

佐藤　晃成

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 563

説明事業事業区分 独自事業 法定事業 内部事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市わらすこ広場の設置及び管理に関する条例及び条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 わらすこ広場管理運営事業費 予算コード 01-030201-0800

事務事業名 わらすこ広場管理運営事業 事務事業コード 211-301-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

開始年度 年度～

目
的

児童の健全育成に資する環境を整え、充実した子育てが行える環境を
つくるため、降雪期や雨天時にも遊べる児童の遊び場の設置及び子育
てを行う保護者の交流の場の提供を行い、児童とその保護者が随時利
用できる体制を整える。

事
業
内
容

市中心街にあるビルの一部を借りて、降雪期や雨天時にも遊べる屋内
型の児童の遊び場を設置して、児童とその保護者が利用できる環境を
整備する。

対
象

０歳から小学校３年生位までの児童及びその保護者

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続）

対
象
指
標

指標名称 ０～９歳までの児童数
年度 Ｈ26 Ｈ27

子育てを行う保護者(祖父母も含む）に、交流の場や子育てについての
情報交換を図る場を提供する。また、子育てに対して、精神的にも安心
で安全な居場所となれるような環境をつくる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ30 R1 R2見込

実績 2,909 2,813 2,734 2,611 2,502
-

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 312 311 310 311

年度 Ｈ26

283
313

90.4%99.0% 99.4%

Ｈ26 Ｈ27

99.7% 99.4%

R2目標

111.1% 105.6%

Ｈ27

314

Ｈ30

Ｈ29

R1

40,000

100.1%

活
動
指
標

説明（算式等）

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 利用人数（人）
年度

指標名称 開設日数（日）

実績 29,892 32,105

Ｈ28 Ｈ29

Ｈ30 R1Ｈ28

達成率 107.8% 85.7% 74.7% 80.3%

44,446 42,256 43,135 34,279

Ｈ２９ 25,772 5,782 2,725 34,279

市内

Ｈ２８ 33,045 7,090 3,000 43,135

補
足
説
明

21,543 5,377 2,972

郡内 郡外 計
Ｈ２７ 33,342 6,685 2,229 42,256

Ｈ３０

内
　
訳

国庫支出金 4,409

成果（どのような状
態になったか）

天候に関わらず、児童が安全に遊ぶことができる場所が確保された。また、子育てを行う保護者に対し交流の場を提供することにより、子育ての不
安解消に寄与した。また、定期的なサークル活動を行っており、社会的な縦のコミュニティー形成の場としての役割を果たしている。

29,892
R1

R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 22,849 27,562 22,978 22,934 23,243 23,322 歳入の積算内訳

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

わらすこ広場使用料 871

県支出金

受益者負担 1,173 1,154 1,243 1,005 887 871

その他特財

一般財源 21,676 21,999 21,735 21,929 22,356

19,801

0.15 施設管理業務委託料 787

22,451 主な歳出の内訳

7,808 7,741 7,906 7,640

1,167 使用料及び賃借料

147

内
訳

正規職員（人） 0.35 0.15 0.15 0.15 0.15

１人当たり単価 7,808

来場者保険料

人件費　・・・　② 2,733 1,171 1,161 1,186 1,146

7,780 消耗品購入費

臨時嘱託等（人） 256

費用合計（①+②） 25,582 28,733 24,139 24,120 24,389 24,489 日々雇用職員賃金 1,979

151
（３０％以上増減の場合）

事業費増減の理由 修繕費

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

211-301-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

○

●

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

向上の余地がある

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）
日照時間の短い新庄市において、天候に左右されない屋内の遊び場は必要
である。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている

子育て世帯の保護者や児童を対象としており、子育てについての情報交換
や交流の場として適当である。

見直しの余地がある

目
的
妥
当
性

⑥他自治体と連携できる
か

できない 最上地域みんなで子育て応援団（県総合支庁）等と連携し、共催でイベントや
研修会を開催している。

できる

⑦官民協働できるか
できない 民間の子育てサークルやNPO等と連携している。

できる

削減の余地がない 児童の安全を優先して運営するために、必要最低限の費用である。また、利
益を見込める事業ではない。

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 保護者が利用しやすい立地条件である。また、管理運営業務を日々雇用職
員の雇用及び民間施設の賃貸により行っているが、利用人数の増加に伴
い、危険管理等を手厚く行うために職員の増加が望ましい。改善の余地がある

有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 市報・SNS等を活用し、定期的な広報を行っているが、さらなる情報発信が必
要である。

新型コロナウイルス感染症の影響で、3月は閉館期間だったが、年間の利用者数は前年よりも
増加した。

ＳＮＳによる情報の発信のほか、広報で
の事業の周知や行事カレンダーの作成
などを行った。また、ＳＮＳの利用拡大の
ために、子育て推進課窓口や各保育施
設等にSNSの利用方法等のチラシを置
き、積極的に配布することで、周知を行っ
ている。

今回の評価（R1実績評価）

市報による定期的な情報発信に加え、SNSに情報発信の内容の充実を図り、こまめな発信を
することでさらなる利用拡大を目指す。

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 気候条件に左右されることなく提供できる屋内大型施設が最上地域にないた
め、雨天時や冬期間の遊び場の提供等、地域の実情に合った事業となって
いる。なっている

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

所
属
長
評
価

全体的な対象年齢人口の減少や同型施設の増加、女性の就労による
保育施設の利用増加などが利用者減の理由と考えられる。施設の運
営の方法を検討するとともに、利用者の拡大を図るため，ＰＲ活動やソ
フト事業の実施の見直しなど対策を講じていく。また、利用料の徴収に
ついても無料の是非も含め、検討すべきである。

所
属
長
評
価

利用者層としては、主に0歳～3歳の児童とその保護者や市内保育園
の散歩コースの遊び場としての利用が多い。高額の賃貸借料が課題で
あるが、小学3年生までの屋内遊戯場として、安全に遊べるよう、また
親しみやすい施設として今後も施設の運営を行っていく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性 理由等

現行

財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

211-301-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S48 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

レセプト件数 （件）

平成２６年１２月より、小学４年生～中学３年生の外来分及び３歳以降の一部負担金について市で負担し、

医療費無償化の市単事業を開始

４．投入資源 （単位：千円）

57,041

R1H３０

60,457

H２９

59,598

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

158

臨時嘱託等（人） 通信運搬費 325

手数料（県単1,238）（市単555） 1,793

費用合計（①+②） 89,038 124,779 121,740 118,184 121,669 111,972 消耗品費

0.65 協力費（県単1,934）（市単867） 2,801

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

5,057 医療給付費（県単60,645）（市単41,193） 101,838

内
訳

正規職員（人） 0.55 0.50 0.65 0.65 0.65

人件費　・・・　② 4,294 3,904 5,032 5,139 4,966

一般財源 51,988 82,483 81,537 77,663 80,258 73,098 主な歳出の内訳

その他特財 1,661 881 1,908

31,909 高額療養費返納金（過年度収入） 1,908

受益者負担

(県単）子育て支援医療給付事業補助金 31,909

県支出金 32,756 38,392 35,171 33,721 35,564内
　
訳

国庫支出金

事業費　・・・　① 84,744 120,875 116,708 113,045 116,703

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

医療証の交付を受けた子どもに係る医療費を無償化することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

実績 80,592 115,403 111,145 107,786 111,464 101,838

成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4,177 4,002
-

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 2,920 4,655 4,519 4,323

活
動
指
標

指標名称 子育て支援医療証交付者（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27

4,099
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 4,973 4,790 4,585 4,442 4,256 4,088

その他　（

対
象
指
標

指標名称 15歳未満の人口（４月１日現在）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

乳幼児等を抱える世帯の経済的負担の軽減が図られる。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

医療保険の自己負担額を助成することにより、乳幼児・児童を抱える世
帯の経済的負担の軽減を図る。

事
業
内
容

未就学児～中学３年生までを対象とし、対象者の医療機関での窓口負
担を軽減することにより経済的負担を軽減することを目的としている。
０歳～小学３年生の外来、入院と小学４年生～中学３年生の入院につ
いては、県単事業のため県から1/2の補助がある。（３歳から所得制限
による自己負担有（第三子は自己負担なし））
なお、市の単独事業において、未就学児～中学３年生の外来、入院の
窓口負担を無料とするために、県単事業で所得制限により発生する自
己負担や、小学４年生～中学３年生の外来分を負担している。

対
象

市内に住所を有する中学３年生までの児童

01-030201-0400

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子育て支援医療給付事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 山口　一樹

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 544

事務事業名 子育て支援医療給付事業 事務事業コード 212-101-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

32,380 38,390 40,655 45,893

事業費の算出根拠（R1）

106,915 歳入の積算内訳

H２８

63,607

H２７ 

64,661

H２３ H２４ H２５ H２６

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

212-101-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

■ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い周期的に実施

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
財源が不足

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止

現行 拡大

今後の方向性 理由等

休廃止 改善

所
属
長
評
価

医療費（一部負担金）を給付することで、子育て世帯の経済的負担軽
減となり、継続すべき事業である。県内全ての自治体が既に中学3年生
までの医療費を無償化しており、財源については、県へ支援の拡充を
要請していく必要がある。

所
属
長
評
価

医療費（一部負担金）を給付することで、子育て世帯の経済的負担軽減となり、
継続すべき事業である。県内全ての自治体が既に中学3年生までの医療費を無
償化しており、財源としての県の支援の拡充については、引き続き要請していく。
なお、対象児童について高校3年生までの引上げを行う市町村が年々増加して
いるため、今後の課題として検討が必要。

今後の
方向性

縮小 終了 今後の
方向性

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

県の補助制度を有効活用するとともに、所要の財源確保を図る。

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

対象者数と医療給費が減少しているが、子育て世帯が安心して医療機関を受診できることは非常に大切で
あり、引き続き予算の確保が求められる。

子育て世帯が安心して医療を受けるた
め、医療費の動向も含め医療給付費を
的確に予測し、適切な対応と財源を確保
している。

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費のほとんどが医療給付費のため、削減できない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 県単事業のため、県内の自治体と転出入の連絡票等の連携をとっている。

できる

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 少子化対策という市の課題に即した事業である。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 資格管理・給付事務に必要な人員であり、改善の余地はない。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

医療費の自己負担を軽減することで、必要な医療を安心して受けることがで
きる。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 中学3年生までのすべての児童について医療費無償化としており、対象年齢
を引き上げないかぎり向上の余地はない。

向上の余地がある

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 医療費の自己負担を軽減することで、子育て中の家庭への経済的な支援を
図っている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

できない 医療費助成業務であるため協働はできない。

できる

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

212-101-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H28 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《小児慢性特定疾病》

悪性新生物・慢性腎疾患・慢性呼吸器疾患など17の疾患群が認定されている。

補助対象器具：特殊寝台、入浴補助用具、電気式痰吸引器など

（H28実績内容）「電気式痰吸引機」

４．投入資源 （単位：千円）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

臨時嘱託等（人）

費用合計（①+②） 0 0 815 791 764 778

0.10

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

778

内
訳

正規職員（人） 0.10 0.10 0.10

人件費　・・・　② 0 0 774 791 764

一般財源 0 0 21 0 0 0 主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金 20 0 0 0

歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金

41 0 0 0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

事業の実施により、小児慢性特定疾患児童のいる世帯の経済的負担を軽減する。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

実績 1 0 0 0

成
果
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

- -
-

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 - -

活
動
指
標

指標名称 ー
年度 Ｈ26 Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 ー
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

小児慢性特定疾患児童のいる世帯の経済的負担の軽減と当該児童の
快適な日常生活の確保。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

小児慢性特定疾患児童等の福祉の向上を図る。

事
業
内
容

小児慢性特定疾病児童に対し、日常生活用具の給付を実施する。

対
象

小児慢性特定疾患児童であって本市に住所を有するもの

01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉法第19条の3第3項

条例・要綱等 新庄市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 3款2項1目 小児慢性特定疾患日常生活用具給付事業費 予算コード

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 545

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 早坂由紀

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　①

事務事業名 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業 事務事業コード 212-104-36
総
合
計
画

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

212-104-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

■ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性 理由等

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

所
属
長
評
価

小児慢性特定疾病児の保護者の経済的負担軽減と当該児童
の日常生活の負担緩和に繋がる事業であり、福祉の向上につ
ながるため、県の財源を活用しながら事業を継続する。

所
属
長
評
価

実績がない状態ではあるが、小児慢性特定疾病児の保護者の
経済的負担軽減と当該児童や看護者の日常生活の負担緩和
に繋がる事業であるため、継続していく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

対象者への周知と医療機関との連携が必要である。 ホームページ等で事業の周知を
図る。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

国要綱の給付対象者は、“障害者の日常生活用具給付の対象とならない者”であるた
め、身体障害者手帳を所有している児童は成人福祉課への申請となり、各年度の給
付者は少ない又は実績がない状況である。手帳を所有していない対象者について必
要な事業であり、成人福祉課相談窓口と連携するとともに、ホームページ等で周知す
る。

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業費
を削減できないか

削減の余地がない 国で定めた小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業に基づ
いた対象用具の支給、費用徴収としているため、削減の余地はな
い。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 新庄市に住所を有する者を対象としており、他自治体との連携はでき
ない。

できる

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 特定疾病児童のいる家庭の子育て支援の取組として、給付事業は
必要である。なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 事務処理上、最低限の配置である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

小児慢性特定疾病児童のいる世帯の経済的負担を軽減し、福祉の
向上に結び付いている。見直しの余地がある

有
効
性

③成果の向上余地がない
か

向上の余地がない 国で定めた小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業に基づ
いた対象用具の支給、費用徴収としているため、向上の余地はな
い。向上の余地がある

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 小児慢性特定疾病児童のいる世帯の経済的負担を軽減し、子育て
支援の向上に結び付いている。見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

できない 経済的負担軽減であり、官民協働の事業とはならない。

できる

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

212-104-36（R1実績評価）



Ｒ 1 1 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 25

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○対象要件

県内に居住する未熟児であって、医師が入院養育を必要と認めたもの。

・出生時体重が2,000ｇ以下のもの　　・生活力が特に薄弱であるもの

○助成内容

・保護者負担額については、世帯の所得に応じ階層区分を決定する（階層区分により徴収月額は異なる。）

　徴収月額は、子育て支援医療充当依頼書の提出により、医療費は子育て支援医療、食事療養は保護者負担となる。

・助成する負担割合は【公費負担額ー保護者負担額】の１/２は国、残りは１/４ずつ県と市で負担する。

４．投入資源 （単位：千円）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

臨時嘱託等（人）

消耗品費 7

費用合計（①+②） 2,518 3,179 3,407 1,780 2,322 2,676

0.15 手数料 1

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

1,167 医療給付費 1,501

内
訳

正規職員（人） 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15

人件費　・・・　② 1,171 1,171 1,161 1,186 1,146

一般財源 311 700 1,556 85 460 -353 主な歳出の内訳

母子衛生費負担金県負担金 401

その他特財

401 母子衛生費負担金国庫負担金 803

受益者負担 130 297 143 55 34 658

454 803 母子衛生費負担金（保護者負担金） 658

県支出金 302 284 17 0 228内
　
訳

国庫支出金 604 727 530 454

事業費の算出根拠（H1）

事業費　・・・　① 1,347 2,008 2,246 594 1,176 1,509 歳入の積算内訳

補
足
説
明

養育医療券の交付を受けた子に係る一部負担金を給付することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

見込 1,341 1,374 2,047 584 977 1,501

成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

7 6
-

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

見込 7 5 9 2

活
動
指
標

指標名称 養育医療券交付者（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

未熟児の健全な成長を実現する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

養育のため病院に入院することを必要とする未熟児に対し、指定養育
医療機関において、その養育に必要な医療の給付を行うことにより、未
熟児を抱える世帯の経済的負担の軽減を図る。 事

業
内
容

出生時の体重が2,000ｇ以下で、生活力が特に薄弱で、運動不安や痙
攣等の症状を示す乳児が指定養育医療機関へ入院した場合に、入院
費用を支給する。未熟児の属する世帯から当該世帯の所得税額に応
じて費用徴収を行う。

対
象

養育のため入院することを必要とする１歳未満の未熟児

01-030201-0006

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 母子保健法及び母子保健法施行規則

条例・要綱等 新庄市未熟児養育事業実施要綱及び新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 未熟児養育医療給付事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 山口一樹

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 544

事務事業名 未熟児養育医療給付事業 事務事業コード 212-106-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

212-106-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成

○ 始期 年度 ～ 終期

● 昭和 47

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

児童手当

3歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　

小学校修了後中学校修了前　　　

特例給付

４．投入資源 （単位：千円）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

674

臨時嘱託等（人） 委託料 113

印刷製本費 20

費用合計（①+②） 587,332 567,956 572,078 551,261 534,211 486,655 通信運搬費

0.65 消耗品 236

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

5,057 児童手当 480,555

内
訳

正規職員（人） 0.55 0.55 0.65 0.65 0.65

人件費　・・・　② 4,294 4,294 5,032 5,139 4,966

一般財源 89,698 86,922 87,515 84,206 81,806 75,208 主な歳出の内訳

その他特財

74,161 県支出金 74,161

受益者負担

366,806 332,229 国庫支出金 332,229

県支出金 89,220 85,801 86,313 83,034 80,633内
　
訳

国庫支出金 404,120 390,939 393,218 378,882

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 583,038 563,662 567,046 546,122 529,245 481,598 歳入の積算内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

中学生までの対象児童がいる家庭の経済的な支援が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

実績

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2,269 2,198
-

説明（算式等） 各年度3月末現在 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 2,670 2,540 2,471 2,366

活
動
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 2,670 2,540 2,471 2,366 2,269 2,198

その他　（

対
象
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

家庭における経済的支援を図り、安心して子育てができる環境を整備 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応援する制度

事
業
内
容

0歳から中学校修了前(15歳になった後、最初の3月31日)の子どもを養
育している者に支給する。
児童手当は、3歳未満15,000円。3歳以上小学校修了前の第1・2子は
10,000円。3歳以上小学校修了前の第3子以降は15000円。中学校修了
前10,000円。特例給付は5,000円。

対
象

0歳から中学校修了前(15歳になった後、最初の3月31日)の子どもを養
育している者。（平成24年度より所得制限による特例給付あり）

01-030202-0700

事業期間

単年度 事業年度

期間限定

単年度繰り返し（継続） 開始年度

説明事業

法令根拠 児童手当法第８条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童手当支給事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 早坂　由紀

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 545

10,000円

事務事業名 児童手当支給事業 事務事業コード 212-107-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

3歳以上小学校修了前　第3子     15,000円

10,000円

　5,000円

平成22年4月より児童手当が子ども手当に変更され、支給対象が中学生まで拡大され、所得制限がなくなったため
受給者数が増加。24年4月から児童手当に再度変更されたが、支給対象に変更はない。ただし、所得制限が設けら
れ制限を超えた場合は一律5,000円の特例給付対象となった。

年度

年度

年度～

15,000円

3歳以上小学校修了前　第1・2子　

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

( (

212-107-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 14

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《支給者数》

４．投入資源 （単位：千円）

Ｈ28 ４１８人

Ｈ27 ４２８人

事務事業名 児童扶養手当支給事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童扶養手当支給事業費

事務事業コード 212-108-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 児童扶養手当法第４条

条例・要綱等

予算コード 01-030202-0500

事業期間

単年度 事業年度

期間限定

単年度繰り返し（継続） 開始年度

年度

年度～

目
的

母子.父子家庭等の生活の安定と自立の促進を通して、児童の福祉の増
進を図る。

事
業
内
容

制度の支給要件に該当する母子家庭等へ適正に手当が支給されるよ
う事業の周知と相談に努め、児童扶養手当を支給する。

対
象

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者又は２０歳未
満で法令で定める程度の障害状態にある児童を監護する父若しくは母
若しくは父若しくは母が監護しない場合において当該児童を養育する養
育者。

目
指
す

状
態

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の経済的支援
と自立の促進を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 新規認定件数（件）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 62 66 46 39 49 34
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 支給者数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

実績 426 428 418 415 397

Ｈ30 R1 R2目標

335
説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

父または母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の経済的支援と自立の促進が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 178,519 181,972 190,958 191,781 188,949 232,141 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 59,565 60,508 63,323 63,848 62,804 77,087 児童扶養手当給付費負担金（国庫負担金） 77,087

県支出金 実支出額（児童扶養手当支給額）×1/3

受益者負担

その他特財

一般財源 118,954 121,464 127,635 127,933 126,145 155,054 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 4,060 3,514 2,942 3,004 2,903 2,956 児童扶養手当（扶助費） 231,897

内
訳

正規職員（人） 0.52 0.45 0.38 0.38 0.38 0.38 消耗品費 84

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 通信運搬費 160

費用合計（①+②） 182,579 185,486 193,900 194,785 191,852 235,097

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

Ｈ25 ４２７人

Ｈ30 ３９７人

-

Ｈ26 ４２６人

Ｈ21 ３９７人

Ｈ22

R1 ３３５人

(独自事業は基本的に令和2年まで）

Ｈ29 ４１５人

Ｈ24 ４３０人

４１９人

Ｈ23 ４３２人

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

( (

212-107-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H26 H27 H28 H29 H30 R1

基本的生活習慣 66 89 74 64 110 164

発達・発育 60 71 47 30 38 97

医学的問題 13 19 13 4 13 5

生活習慣 89 120 53 47 95 160

その他 21 15 20 11 31 89

249 314 207 156 287 515

４．投入資源 （単位：千円）

計

事務事業名 子育て支援センター事業 事務事業コード 212-201-36
総
合
計
画

相談内容

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤　晃成

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 563

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市地域子育て支援センター事業実施要綱　新庄市特別保育事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子育て支援センター事業費 予算コード 01-030201-0500

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

核家族が増えているなか子育てに対して不安感や負担感をもつ母親
や、支援を必要とする家庭が増えている。このような状況にある母親や
家族の相談に対応して助言や指導をしながら子育て応援をすることを
目的とする。

事
業
内
容

「わらすこ広場」内に地域子育て支援センターを週６日開設（休館日は
水曜日）。担当職員として保育士３名を配置し、育児の悩み等の相談・
子育てサークルへの支援と育成・地域保育資源の情報提供や広報を
実施する。相談指導の方法は、来所や電話での対応だけでなく、市内
の公共施設を利用した出張広場（遊びの広場）、さらには、SNSを活用
した相談事業を実施する。対

象

子育てをしている父母やその家族

目
指
す

状
態

「わらすこ広場」と一体となり開設し、子育てに対する不安や負担感へ
の適切な助言を行うことで地域の子育て応援体制を確保する。また、
SNSの活用も併せて人と人との交流を通し、情報交換を出来る環境を
提供する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
子育て世帯数
(０～９歳の子どもがいる世帯数）

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,941 1,877 1,816 1,720 1,650
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 子育て支援センター施設開設数（施設）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3 3 3 3 3 3
5

説明（算式等） 達成率 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0%
成
果
指
標

指標名称
市地域子育て支援センターにおける相談
件数（件）

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 249 314 207 156 287 715
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

市の地域子育て支援センターは子育て支援の拠点施設としてこれまでの活動が実を結び軌道に乗ってきている。保護者からの相
談に対し、具体的かつ丁寧に対応することで保護者が安心して子育てできる環境をつくる役割を担い、子育てへの不安の解消につ
ながっている。※R1より集計方法変更したため、相談件数増加。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 14,292 6,140 4,370 4,392 3,588 3,654 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 7,146 3,057 2,185 2,196 1,794 1,827 令和元年度子ども・子育て支援交付金補助金

県支出金 7,146 3,057 2,185 2,196 1,794 1,827 （国庫支出金） 1,827

受益者負担 令和元年度保育対策等促進事業費補助金

その他特財 （県支出金） 1,827

一般財源 0 26 0 0 0 0 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 17,568 20,691 28,255 28,857 27,733 29,019 非常勤嘱託職員報酬（保育士） 2,790

内
訳

正規職員（人） 2.25 2.65 3.65 3.65 3.63 3.73 消耗品費 110

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 通信運搬費 114

費用合計（①+②） 31,860 26,831 32,625 33,249 31,321 32,673 謝金 15

臨時嘱託等（人） 3.00 3.00 2.00 2.00 2.00 2.00 使用料及び賃貸料 146

事業費増減の理由 日々雇用職員賃金 453
（３０％以上増減の場合） 食糧費 17
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212-201-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

○

●

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 民間の子育てサークルやNPO等と連携している。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 子育て支援センターは子育て支援施策の重要事業になっており、地域子育て
拠点施設事業の交付金の対象となっている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 育児相談を適切に実施している。また、わらすこ広場と一体化してより大きな
効果を上げている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 適切に実施されているが常に見直し進歩させていくことが重要である。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 地域の子育て相談の拠点としての役割を担っている。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 現事業を行う上で必要な人員である。
実施形態については、常に見直しを行いながら実施することが必要である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費はほとんどが人件費である。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 最上地域みんなで子育て応援団（県総合支庁）と連携し、共催でイベントや研
修等を開催している。

できる

市の子育て支援拠点となっており、相談機関としても定着してきているが、核家族の増加等、子育てに対し
て不安感や孤独感を抱える家庭が増加しているため、これからもより一層の広報活動が必要である。

H28年度から正職員を３名体制にし、
SNS等の新しい取り組みに対応してき
た。
SNSの利用状況についてはおおむね良
好であり、心配されていたいたずら等も
ほぼ無く、情報発信も定期で行っており、
登録者も徐々に増加しているため、今後
も継続していく。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

SNSを活用して支援センターの取り組みについてこまめな情報発信を行い、より専門的な相談を受けられる
ように繋ぐ役割も担っていく。

所
属
長
評
価

相談の場を提供していることにより、子育てに不安を持つ保護者の支援が図ら
れている。また、養護主事と主任栄養士も月に1回、支援センターを訪問し、相談
業務を行っている。さらに、SNSを活用し、積極的な情報発信に努めている。他課
の子育て関連情報も積極的に発信することによりわかりやすく、迅速な情報提供
を行うことができた。ＳＮＳの活用には、まだ改善の余地があると考える。

所
属
長
評
価

相談の場を提供していることにより、子育てに不安を持つ保護者の支援が図ら
れている。ＳＮＳを活用した情報の発信や対面での子育て相談、特に栄養士によ
る栄養相談には、予約も入り、月に1回では時間が不足するほど増加している。
めごめご講座を始めとする親子講座や保護者向け講座などのソフト事業の取組
について対象、内容の工夫も必要である。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見
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Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S56 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《相談取扱件数》

４．投入資源 （単位：千円）

R1 426 1 39 13 0
6 0 0 0 545
5 0 0 0 484

H30 460 0 72 7 0

事業費増減の理由
家庭児童相談員を増員したため

（３０％以上増減の場合）

7

臨時嘱託等（人） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 負担金 4

消耗品費 15

費用合計（①+②） 3,271 3,268 2,930 2,952 2,904 3,768 役務費

0.15 費用弁償 6

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

1,167 嘱託職員報酬 2,569

内
訳

正規職員（人） 0.20 0.20 0.15 0.15 0.15

人件費　・・・　② 1,562 1,562 1,161 1,186 1,146

一般財源 1,709 1,706 1,769 1,766 1,758 2,601 主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金内
　
訳

国庫支出金

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 1,709 1,706 1,769 1,766 1,758 2,601 歳入の積算内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

家庭における諸問題の相談を受け、問題解決が図られた。また、他機関と連携し、事案の重大化を未然に防ぐことができた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

実績 417 410 345 500 545 484

成
果
指
標

指標名称 相談件数（件）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

196 191
-

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 197 198 196 196

活
動
指
標

指標名称 開設日（日）
年度 Ｈ26 Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

家庭における児童の養育における諸問題の相談を受け解決を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

家庭における児童の養育等の諸問題についての相談を受けることで、
家庭での子育てへの支援を図る。

事
業
内
容

相談、助言、支援等をすることにより、養育における問題解決を図る。
また、他機関と連携し、問題を未然に防ぐように努める。

対
象

児童と家族、またはそれらを取り巻く人々。

01-030202-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市家庭児童相談室設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 家庭児童相談事業費 予算コード

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐々木　淳司

事務事業名 家庭児童相談事業 事務事業コード 212-202-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

417
H27 327 0 57 0

0 0 0 0 0 1

計
16 1 29 15 0 18 501

非行 性格行動 不登校 適正 育児・しつけ その他年度 養護 保健 障害
H25 355 19 48

0 26
H26 381 0 35

0 0 0 410
H28 289 0 44 3 0 7 0 0 0 345
H29 449 0 43 0 0 6 0 0 2 500
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212-202-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性 理由等

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

所
属
長
評
価

相談内容は、多様化・複雑化しており、相談数も増加している。中央児
童相談所等関係機関との連携、迅速な行動により適切な対応が図られ
た。子どもの安全確保を第一に考え、諸事案に当たっている。令和元
年度より相談員を2名体制にし、相談体制を強化していく。

所
属
長
評
価

多様化・複雑化する相談内容により、中央児童相談所等関係機関との
密接な連携のもと、重大な事案に発展しないよう、諸事案の対応に当
たっている。また、家庭児童相談員の研修等への参加により、相談業
務の充実を図っていく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

全国の児童相談所での虐待対応件数が増加の一途を辿っているのと同じく、市においても、複
雑、多様化する相談業務が増加している。児童相談所や警察との連携等、業務内容も専門性
を増しており、増加する相談業務に対応するためにも研修等への積極的な参加を行い、スキル
アップを図る。

県で指定した研修を受講し、相談員
のスキルアップを図った。現体制で
は対応しきれない緊急性、重篤な
ケースについては職員及び警察や
関係機関と連携を図りながら問題解
決に取り組んでいる。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

家庭児童相談員を増員するとともに、研修等へ積極的に参加する。

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費のほとんどが人件費であり、削減は難しい。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 町村では、家庭児童相談員を配置しておらず、自治体を超えた広域的な相談
体制の確立は困難であるが、総合支庁と連携して検討会等を行っている。

できる

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 適切である。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 最低必要な人員である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

適切である。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 問題解決に向け十分役割を果たしている。

向上の余地がある

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 相談を通じて問題を整理し、必要な助言を行い、公的な支援等に結びついて
いる。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

できない 個人情報を取り扱う相談業務であるため、官民協働は難しい。

できる
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212-202-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H18 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

R1 H30 H29

代表者会議 1回 1回 1回

実務者会議 4回 3回 3回
ケース検討会 31回 34回 24回

家庭児童相談事業と連携した事業

４．投入資源 （単位：千円）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

臨時嘱託等（人）

費用合計（①+②） 1,952 3,123 2,322 2,372 2,292 2,723

0.35

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

2,723

内
訳

正規職員（人） 0.25 0.40 0.30 0.30 0.30

人件費　・・・　② 1,952 3,123 2,322 2,372 2,292

一般財源 0 0 0 0 0 0 主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金内
　
訳

国庫支出金

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 0 0 0 0 0 0 歳入の積算内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

要保護児童の情報を交換しながら他機関と連携し、支援を必要とする児童の早期発見と早期支援に役立っている。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2目標

実績 101 117 136 137 154 173

成
果
指
標

指標名称 協議された要保護児童等の延人数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

38 36
-

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 21 30 26 28

活
動
指
標

指標名称 会議開催回数（回）
年度 Ｈ26 Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

要保護児童等の早期発見や適切な保護を図るために、要保護児童対
策地域協議会を設置し、関係機関がその子ども等に関する情報や考え
方を共有し、支援内容について協議を行うとともに、必要があると認め
た場合は適切な措置を行う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

要保護児童等の早期発見や適切な保護を図る。

事
業
内
容

要保護児童等に関する個別の事例について、直接関わる担当者レベ
ルで検討する会議（個別ケース検討会議）を積極的に開催することはも
とより、実際に活動する実務者による会議（実務者会議）や構成員の代
表者による会議（代表者会議）を開催する。

対
象

虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童及びその保護者。
（児童福祉法において「要保護児童」とは、保護者のない児童又は保護
者に監護させることが不適当であると認められる児童をいう。）

01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉法第25条の2

条例・要綱等 新庄市要保護児童対策地域協議会設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童母子措置事業費 予算コード

施策名 子どもの発育支援 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤朋子

事務事業名 要保護児童対策関連事業 事務事業コード 213-201-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

213-201-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ ■ □ □
■ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

改善

財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性 理由等

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止

所
属
長
評
価

11月に実施した関係機関研修における参加者の数の多さは、その関
心の高さや深刻さが窺える。ケース検討会も増加していることから、要
保護児童対策地域協議会の実務者会の開催数を増やし、要保護児童
の迅速かつ適切な措置を行っていく必要がある。

所
属
長
評
価

近年、協議された要保護児童の延べ人数が増加している。また、それ
ぞれの家庭や取り巻く状況が複雑化しており、多くの支援を必要とする
ケースが増えている。今後も支援を必要とする児童の迅速な安全確保
と深刻化防止に努める。また、令和2年度中の「子ども家庭総合支援拠
点」の設置を目指す。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

虐待対応件数は、年々増加しており、複雑で非常に困難な事案の要保護児童の支援ケースも
増加している。より一層関係機関との連携強化と市の支援機能強化が必要である。
また、「子ども家庭総合支援拠点」の設置に向けて、関係部署との協議を要する。

要保護児童対策地域協議会の基と
なる実務者会議の開催数を３回か
ら４回に増やし、支援機能強化を
図った。
また、家庭児相相談員の専門性を
高めるため、県が主催する指定講
習を受講した。
11月の児童虐待防止推進月間に合
わせて、“189”の通報についてと“愛
の鞭ゼロ作戦”を市民に周知するた
めに、市報に掲載した。今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

要保護児童対策地域協議会の体制を強化するために、実務者会議の開催数を増やす。泣き
声通報を含めた増加する通告業務等に対応するため、家庭児童相談員を２名配置する必要が
ある。
また、相談機能と要対協の通告の機能を兼ねる「子ども家庭総合支援拠点」を令和３年４月１
日に庁舎内に設置する事を目指す。

休廃止

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事務費の支出はない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 児童福祉法において自治体ごとに設置する努力義務が規程されている。

できる

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 児童虐待は社会的に深刻な問題であり、実情に合っている。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 虐待対応事案の増加と児相・警察との新たな連携業務が増え、人員が不足
している。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

要保護児童対策地域協議会を設置し、関係機関が情報を共有し要保護児童
等の適切な保護と支援が図られている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 体制作りにおいて関係機関を加える等強化されている。

向上の余地がある

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 関係機関等の連携により、要保護児童の早期発見と有効的な支援体制が図
られた。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

できない 個人情報保護の関係等により、協働にはなじまない。

できる

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

213-201-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

4

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H28 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成 28

２．事務事業の概要

□ ■ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

【会員数】 R1 Ｈ30

協力会員数 33 人　　 29 人 【委託業務内容】

依頼会員数 111 人 90 人 会員の募集、登録その他会員組織に関する業務

【委託料内訳】 援助活動に必要な講習会の開催

円 医療機関との連携体制の整備

円

円

合計 円

４．投入資源 （単位：千円）

保険料他

運営費

人件費

事業費　・・・　①

事務事業名 ファミリーサポートセンター事業

4,760,000

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する

事業区分

事務事業コード 214-101-36
総
合
計
画

3,561,478

943,426

255,096

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

担当者 加藤　正継

施策名 地域による子育て支援 内線 562

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法

条例・要綱等 新庄市ファミリーサポートセンター事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 3款2項1目 子ども・子育て支援新制度事業費 予算コード 01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

市子ども・子育て支援事業計画において推進していくべき事業としてお
り、仕事と育児を両立できる環境の整備により、子育て世帯への支援を
強化する。 事

業
内
容

子育て世帯の支援を行いたい者（協力会員）と支援を受けたい者（依頼
会員）を会員として組織し、地域における会員相互の援助活動を支援す
る。

対
象

協力会員：市内在住の２０歳以上の者
依頼会員：生後３か月から小学校６年生までの児童の保護者

目
指
す

状
態

緊急時の預かり等により、子育て世帯への支援を強化し、子育てへの
安心感の確保と少子化対策としていく。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 ０歳～１２歳の利用対象児童数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 3,906 3,755 3,662 3,551 3,433 3,313
3,109

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 登録会員数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 - - 51 84 119 144
80

説明（算式等） 協力会員と依頼会員の合計 達成率 - - 63% 105% 149% 180%
成
果
指
標

指標名称 延べ利用件数
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 - - 77 297 180 174
説明（算式等） 達成率 - - 77%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

100
297% 180% 174%

事業費の算出根拠（R1）

3,000 4,560 4,560 4,760

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

緊急時等における児童の預かりによる子育て世帯への支援強化と、会員登録をすることによる子育てと仕事の両立への安心感の確
保につながった。

年　　度 Ｈ26

歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 1,000 1,520 1,520 1,580 1,580

県支出金 1,000 1,520 1,520 1,580 1,580

子ども・子育て支援交付金負担金

受益者負担

その他特財

一般財源 0 0 1,000 1,520 1,520 1,600 主な歳出の内訳

0 0 3,483 2,767 1,528 1,556 4,760

内
訳

正規職員（人） 0.45 0.35 0.20

人件費　・・・　②

0.20

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 0 0 6,483 7,327 6,088 6,316

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

山形県保育対策促進事業費補助金

ファミリーサポートセンター委託料

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

214-101-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

○

●

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である

有
効
性

③成果の向上余地がない
か

向上の余地がない

向上の余地がある

項目 自己評価（チェック）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている

見直しの余地がある

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない

改善の余地がある

⑦官民協働できるか
できない

できる

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業費
を削減できないか

削減の余地がない

⑥他自治体と連携できる
か

できない

できる

所
属
長
評
価

広報の成果もあり、協力会員が増加し受け入れ体制は強化されたが、
利用者数が減少する結果となった。今後、幼児教育・保育の無償化の
対象となるため、制度について周知を徹底し、保護者にとって利用しや
すい制度となるように努めていく必要がある。

所
属
長
評
価

協力会員、依頼会員ともに年々増加し、登録会員数は順調に伸びてい
る。事前に登録することで、必要な時に迅速に利用できることが理解さ
れてきているものと思われる。制度についての周知を引き続き行いつ
つ、利用しやすい仕組みを検討していく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施

核家族等の子育て世帯のニーズに合わせた事業である。

当該事業実施の実績があるＮＰＯ法人に委託しており適正である。

事業費はアドバイザーの人件費と事務所の運営経費であり削減できない。

定住自立圏の取組事業として協議している。

毎年登録会員数が増加しており、受け入れ体制については整っているが、５月の大型連休中の利用が少な
かったことや、３月からは新型コロナウイルス感染症の影響もあり利用者数は減少した。
令和元年１０月より「幼児教育・保育の無償化」が実施され、この事業も無償化の対象となったが、そもそも施
設に入所している児童の利用が主であり、施設に入所していない児童については、新２号、３号の認定を受
けられる児童でなかったため、令和元年度に無償化の対象となったものはいなかった。

毎年、登録会員数は増加しているため、必要な人が必要な時に利用できる制度になっていると思われる。
今後も講習やチラシ等の広報活動を実施し、登録会員数を増加させ、制度の安定した運営を図る。

協力会員向けの講習の実施や、広報誌、
チラシ等での広報活動を実施し、利用者・
協力会員の確保を行っている。

今回の評価（R1実績評価）

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない

ＮＰＯ法人への委託により実施している。

会員相互の援助活動により育児と仕事を両立できる環境が整備される。ま
た、会員同士の交流により子育てへの不安解消につながる。

緊急時の預かりと通常の預かりを行う基本事業を合わせて実施することによ
り、対応できる援助活動が増え、会員が増加している。

緊急時の預かりと通常の預かりを行う基本事業を合わせて実施することによ
り、会員数の拡大と利便性が向上し、さらに子育て世帯への支援を推進でき
る。

左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

214-101-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S48 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

市町村民税所得割の額が23万5千円に満たない次に該当する者 本人負担額

・身障手帳１．２級所持者

・身障手帳１．２級所持者精神障害者保健福祉手帳１級所持者

・療育手帳Ａ所持者

・国民年金障害等級１級の障害基礎年金受給権者 なし

・公的年金各法の障害等級１級受給権者

・精神障がい者で恩給法特別項症、第１項症の受給権者

・特別児童扶養手当法施行令別表３の１級程度の者及び別表第１程度の２０歳以上の者

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 重度心身障がい（児）者医療給付事業 事務事業コード 232-208-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 山口　一樹

施策名 障がい者をともに支えていくシステムづくり 内線 544

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款１項３目 重度心身障害（児）者医療給付事業費 予算コード 01-030103-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

医療保険の自己負担額を助成することにより、障がい者世帯の経済的
負担の軽減を図る。

事
業
内
容

対象者の医療機関での窓口負担を減額し、その分を県と市が折半で負
担する。

対
象

市内に住所を有する重度心身障がい(児)者（所得税賦課の有無によっ
て一部自己負担あり。）

目
指
す

状
態

障がい者世帯の経済的負担の軽減が図られること 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 －
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
重度心身障がい（児）者医療証交付者
（人）

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 789 772 757 754 842 808
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 81,594 74,637 75,573 74,939 74,367 70,377
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

医療証の交付を受けた重度心身障がい（児）者に係る一部負担金を給付することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られ
た。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（H1）

事業費　・・・　① 83,390 76,352 77,350 76,610 76,032 72,030 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 （県単）重度心身障がい（児）者医療給付事業補助金 34,277

県支出金 40,093 35,993 37,719 38,204 36,538 34,277 高額療養費返納金（過年度収入） 2,351

受益者負担

その他特財 2,265 2,555 2,351

一般財源 43,297 40,359 39,631 36,141 36,939 35,402 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 3,514 4,294 3,483 3,558 3,438 3,890 医療給付費 70,377

内
訳

正規職員（人） 0.45 0.55 0.45 0.45 0.45 0.50 協力費 889

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 手数料 569

費用合計（①+②） 86,904 80,646 80,833 80,168 79,470 75,920 消耗品費・印刷製本費 170

臨時嘱託等（人） 通信運搬費 20

事業費増減の理由 レセプト焼却費手数料 5
（３０％以上増減の場合）

【所得税課税者及びその被扶養者】

医療費の１割

【所得税非課税者及びその被扶養者】

(
P
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N
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計

画

(
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O
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実

行

232-208-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

■ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 障害者を対象としているため、受給者の入所している施設関係者や成年後
見人の弁護士・医療機関相談員との協働がある。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 医療費の自己負担を軽減することで、重度心身障がい(児)者を経済的に支
援している。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 医療費負担を軽減することで、必要な医療を安心して受けることができる。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 県単補助の基準通り実施している。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 福祉事業推進という市の課題に即した事業である。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 資格管理・給付事務に必要な人員であり、改善の余地はない。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費のほとんどが医療費の給付であるため、削減できない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 県単事業であるため、県内の自治体と転出入の連絡票等連携を取っている。

できる

対象者数は減少しているが、障害者が安心して医療機関を受診できることは非常に大切であり、引き続き
予算の確保が求められる。

重度心身障がい者等が安心して医療を
受けるため、適切な対応と医療費の財源
を確保している。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

県の補助制度を有効活用するとともに所要の財源確保を図る。

所
属
長
評
価

障がい者世帯の経済的負担の軽減につながっている。また、適切な医
療が受けられる環境が提供できており事業を継続する。

所
属
長
評
価

障がい児（者）世帯の経済的負担の軽減するための措置として重要で
あり、また、障がい者に優しいまちづくりにもつながるため、継続すべき
事業である。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

(
C
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E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
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改

善

232-208-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 30

２．事務事業の概要

□ □ ■
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 参加申込数 保護者9名

8 8 5 8 6 6 市内 （定員各10名） 支援者11名

10 11 11 10 11 11 県内

4 4 1 1 1 1 県外

計

４．投入資源 （単位：千円）

見学者

全６回研修会参加者 事前研修（スタートアッ

30

6

事務事業名 乳幼児期からの特別支援活動事業 事務事業コード 232-226-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

保護者

支援者

担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 須貝　香央里

施策名 障がい者をともに支えていくシステムづくり 内線 564

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 発達障害者支援法

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 　３款２項３目 特別保育事業費(児童福祉) 予算コード 01-030203-0208

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

平成２８年の法改正により、保護者に対しての相談・助言・紹介などを行う事
が定められた。発達上の困難や発達障害を有する子どもの育てにくさ、育児
困難は保護者の抑うつ状態などメンタルヘルスの問題にも関係するため、そ
うした保護者支援と適切な対応方法を身に付けるため。 事

業
内
容

宮城学院女子大学白石雅一教授を講師にペアレント・プログラムの開
催。全6回

令和元年度から、同講師によるペアレントプログラムの事前研修（ス
タートアップセミナー）を開催。

対
象

発達障害をもつ児童の保護者及び育てにくいと感じている保護者。
保育士及び幼稚園教諭等の支援者。

目
指
す

状
態

保護者の日々の不安を解消し、適切な対応方法を身に付け、積極的な
子育てを行うことにより、子どもの発達を促し、適切な就学につながる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 未就学児童(人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - 1,507 1,436
1,555

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 年間全６回の連続した研修事業（回）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 6 6
6

説明（算式等） 達成率 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 参加人数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 18 20
20

説明（算式等） 保護者・支援者　定員各10名 達成率 90.0% 100.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

発達上に困難を抱える児童の早期発見と支援・療育等を早期に取り組むことが当該児童の成長にとって重要視される。この「ペアレ
ント・プログラム」の導入により、保護者への支援の取組及び保育関係者等への研修になり、発達障害への理解と支援が深まった。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 250 195 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 125 97 国：地域生活支援事業費等補助金　2分の1 97

県支出金 62 48 県：山形県市町村地域生活支援事業費等補助金 48

受益者負担       4分の1

その他特財

一般財源 0 0 0 0 63 50 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 0 0 0 0 1,528 5,835 消耗品費 25

内
訳

正規職員（人） 0.20 0.75 通信運搬費 7

１人当たり単価 7,640 7,780 委託料 146

費用合計（①+②） 0 0 0 0 1,778 6,030 会場借り上げ料 11

臨時嘱託等（人） 食糧費 6

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

36

プセミナー）参加人数

(
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計
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実
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232-208-36（R１実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ ■ □ □ □
■ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 発達障害等、発達に困難を有する児童は増えている現状で、保護者支援は
重要であり、この「ペアレントプログラム」は今後の保護者支援に不可欠であ
る。見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である
発達障害をもつ児童の保護者や児を育てにくいと感じている保護者は孤立し
やすく、なかなか児の状況を話す機会が少ないが、「ペアレントプログラム」を
通して保護者同士のつながりができることで、保護者の不安解消や積極的な
子育てを後押しすることにつながった。見直しの余地がある

有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 発達障害をもつ児童の保護者や児を育てにくいと感じている保護者への理解と支
援を深めるために、広く広報を行う予定ではいるが、現在は十分とは言えない。ペ
アレントプログラムの認知等についてさらなる情報発信が必要である。向上の余地がある

多世代同居等が多い地域ということもあり、発達障害への理解が深まってい
るとは言えない。しかし保護者支援を行うことで、保護者の孤立感を軽減でき
る事業になっていると思われる。なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 「ペアレントプログラム」は小人数での研修になるため、事前事後研修を交え
ながら広く周知活動を行う必要がある。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか
できない 今後、資格認定を受けた支援者が増えることで、各保育施設ごとに開催がで

きるようになれば、民間保育施設と連携し、広く事業を実施することができる。

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 現在NPO法人アスペ・エルデの会に委託しているが、今後、講師への直接の契約
や市内に支援者が資格認定を受けることで講師ができる職員が増えることが予想
される。

⑥他自治体と連携できる
か

できない プログラム終了後の事後研修について、平成29年度は長井市、平成30年度
は新庄市で開催した。また令和元年度は酒田市を会場に検討されていたが
年度内の開催が出来なかった。できる

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

事業を継続させていくことで、「ペアレントプログラム」の重要性等が広く認知され、参加者も増加すると考え
る。また、開催日や託児等も公立保育所の保育士を配置するなど検討が必要である。令和元年度には前年
度に資格認定を受けた支援者の施設において、利用保護者対象に講座を開催した。今後、資格認定を受
けた支援者が増えることで、各施設ごとに開催ができるようになれば、各施設と連携しながら実施すること
が必要となる。

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

平成30年度からの新規事業のため、改善の余地がある項目が多い。
特に対象者となる保護者や支援者は、全６回のプログラム全てに出席するという難しさがあるため、フォ
ローアップを充実させ、参加が途切れないよう支援が必要。
また講師の都合上、休日開催になるため、児童等の託児があると参加者が増えるのではと考える。

・新聞掲載や各保育施設等への説明
等、周知を行っている。
・カンファレンス等で出された意見を基
に、保護者と各保育施設との個人面談等
でペアレントプログラムを直接案内し、受
講につながるよう促している。
・講座を欠席した保護者については、講
座の内容について電話連絡し、フォロー
している。
・令和2年度より、保護者がより参加しや
すいよう託児について予算措置済。

所
属
長
評
価

平成30年度からの新規事業である。支援者・保護者がそれぞれ定員10名
と、小規模であるが、保護者の参加者は、最後にはお互いのつながりもで
き、子育てをする上での心の励みになったようであった。子育てに困難を感
じている保護者の支援になっているため、継続していくべき事業である。開
催の方法において、時間帯・場所など検討すべき点がある。

所
属
長
評
価

平成30年度に引き続き2年目となる事業である。支援者・保護者がそれ
ぞれ定員10名と、小規模であるが、保護者は、子育てをする上での心
の負担が軽くなるなどの効果があった。子育てに困難を感じている保護
者の支援になっているため、継続していくべき事業である。また、支援
する保育士等のスキルアップにもつながっている。

今後の
方向性

縮小 終了 今後の
方向性

今後の方向性 理由等

休廃止 改善

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止

現行 拡大

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

総合意見

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

一定の成果が得られた 効果が薄い

今回の評価（R1実績評価）

(
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K
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自

己

評

価
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善

232-208-36（R１実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H16 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《相談件数》 （件） 《相談件数》 （件）

４．投入資源 （単位：千円）

R5

R3
R2

92 74 106 64 336
R1 75 43 59 60

H28
H29

H26
H27

H24
H25

年度
H23

R6

R4

237

年度
H30

生活一般 児童 生活援護 福祉資金 計

123 57 54 93 327

生活一般 児童 生活援護 福祉資金 計
286 157 100 171 714
191 68 91 121 471
65 30 203 136 434
223 163 156 104 646
144 97 134 110 485

3,126

1,527 3,180

費用合計（①+②）

事務事業名 婦人相談事業 事務事業コード 233-108-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市婦人相談員設置要綱・新庄市母子・父子自立支援員設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童母子措置事業費 予算コード 01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

母子家庭等の婦人の就労・家庭内暴力などの相談を受けることで、経
済面や精神面での安定を図る。

事
業
内
容

面談や電話による相談を受け、助言・指導を行う。必要に応じ関係機関
と連携して問題解決に向けた支援や措置を行う。

対
象

母子家庭及び婦人等

目
指
す

状
態

母子家庭等の婦人の経済的な相談、就労等の相談または家庭内暴力
などの相談を受けるため、母子自立支援・婦人相談員を配置し問題の
解決を図る。また、母子ともに生活面や精神的な安定を図るため、母子
生活支援施設への入所措置なども行う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 - - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 開設日（日）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 198 194 197 196 198 191
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 相談件数（件）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 646 485 507 327 336 237
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

母子自立支援・婦人相談員を配置し、母子家庭等の婦人の経済的な相談、就労等の相談または家庭内暴力などの相談に対し、問
題の改善、解決が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 5,368 5,719 7,278 4,439 7,524 2,978 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 2,327 2,476 2,764 2,171

一般財源 2,127 2,254 3,132

1,224 児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助金（国庫補助金） 690

県支出金 914 989 1,382 741 1,218 267 母子生活支援施設負担金（国庫負担金1/2） 534

受益者負担 母子生活支援施設負担金（国庫負担金1/4） 267

その他特財

1,487 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 1,171 1,562 1,161 1,186 1,146 1,167 嘱託職員報酬 1,870

内
訳

正規職員（人） 0.15 0.20 0.15 0.15 0.15 0.15 費用弁償 3

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 消耗品費 33

6,539 7,281 8,439 5,625 8,670 4,145 負担金 3

臨時嘱託等（人） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 扶助費 1,069

事業費増減の理由
母子生活支援施設退所による扶助費の減。

（３０％以上増減の場合）

146 86 133 142 507

(
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233-108-36（Ｒ1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 相談を受けることで、婦人等の経済的・精神的安定が図られた。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 子どもや家庭に対する支援を迅速かつ的確に行うための関係機関との連絡
調整等が図られている。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 問題解決に向け、十分役割を果たしている。

向上の余地がある

最低限必要な人員である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか
個人情報を取り扱う相談業務であるため、官民協働は難しい。

できる

町村では、婦人相談員及び自立支援員を配置しておらず、自治体を超えた広
域的な相談体制の確立は困難であるが、総合支庁と連携して検討会議を
行っている。できる

なっている

改善 休廃止

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか 削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない

削減の余地がない 事業費のほとんどが人件費であり、削減は難しい。
施設入所扶助費は国基準であるため、削減はできない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない

複雑な相談内容に加え、DVに関する相談業務や低所得者のひとり親家庭が増えている。警察の介入を必
要とする事案や婦人保護所との連携事案も増えており、助言・指導の強化を図るうえで自立支援を行う相談
員の増員、研修が必要である。

現体制での相談機能を充実し、DV相談
は職員がサポートし、ひとり親家庭等の
自立に向けた支援を行っている。

今回の評価（R1実績評価）

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 地域における児童虐待・ＤＶ対策等の一層の普及促進に適っている。

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

自立支援相談員を増員するとともに、親子で遊べる空間や相談室、授乳室などを支援拠点とし
て活用することのできる施設の整備が必要である。

所
属
長
評
価

経済的な問題や家族間の問題、ＤＶ等により生活に困難を抱える女性
等からの相談を受け、助言、支援を通じて、当該女性の心身の安定と
生活再建へ繋がっている。
複雑な問題が増えていることから、相談員のスキルアップが必要であ
る。

所
属
長
評
価

経済的な問題や家族間の問題、ＤＶ等により生活に困難を抱える女性
等からの相談を受け、助言、支援を通じて、当該女性の心身の安定と
生活再建へ繋がっている。
相談内容の聞き取りのテクニックや様々な制度の熟知、助言の仕方な
どの相談員のスキルアップは常に必要である。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

今後の方向性 理由等

現行

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

財源が不足
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233-108-36（Ｒ1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S48 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○対象条件

母子及び寡婦福祉法に規定する配偶者のいない女子又はこれに準ずる男子で18歳以下の児童を扶養している者で、前年又は

前々年の所得について所得税が課税されていない者及びその者により扶養されている児童。

母子及び母子寡婦福祉法附則第3条第1項に規定する父母の無い児童で18歳以下の者。ただし所得税が課税された者に扶養

されている者を除く。

○助成内容

医療機関を受診した際に支払う一部負担金を免除して、代わりに当該負担金を市が負担する。

４．投入資源 （単位：千円）

事務事業名 ひとり親家庭等医療給付事業 事務事業コード 233-110-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 母子家庭等医療給付事業費 予算コード 01-030202-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

医療保険の自己負担額を助成することにより、ひとり親家庭等の経済
的負担の軽減を図る。

事
業
内
容

対象者の医療機関での窓口負担を減額し、その分を県と市が折半で負
担する。

対
象

市内に住所を有するひとり親家庭等（就労等により一定の収入を得て
生計を維持していること、所得税が課税されていないことが要件）。

目
指
す

状
態

母子家庭・父子家庭等の経済的負担の軽減が図られる。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 ひとり親医療証交付者（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 734 774 757 735 706 642
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 24,594 20,122 22,908 21,103 21,270 21,887
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

医療証の交付を受けたひとり親家庭世帯に係る一部負担金を給付することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られた。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 25,366 20,915 23,678 21,856 22,069 22,691 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 （県単）ひとり親家庭等医療給付事業補助金 11,233

県支出金 12,459 10,434 11,915 11,076 11,087 11,398 高額療養費返納金（過年度収入） 165

受益者負担

その他特財

一般財源 12,907 10,481 11,763 10,780 10,982 11,293 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 4,294 3,514 2,090 2,135 2,063 2,490 医療給付費 21,887

内
訳

正規職員（人） 0.55 0.45 0.27 0.27 0.27 0.32 手数料 746

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780 消耗品費 36

費用合計（①+②） 29,660 24,429 25,768 23,991 24,132 25,181 通信運搬費 22

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

233-110-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

■ □ □ □ ■ □ □ □
□ □ □ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 医療費助成事務であるため、協働はできない。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 医療費負担を軽減することで、ひとり親家庭を経済的に支援している。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 医療費負担を軽減することで、ひとり親家庭を経済的に支援している。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がな
いか

向上の余地がない 県補助の基準通り実施している。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 少子化対策という市の課題に即した事業である。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 資格管理・給付事務に必要な人員であり、改善の余地はない。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業
費を削減できないか

削減の余地がない 事業費のほとんどが医療費の給付であるため、削減できない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 県単事業であるため、県内の自治体と連携をとっている。

できる

対象者数は横ばい傾向にあるが給付額については今後とも増加が見込まれるため、予算の確
保が求められる。

ひとり親世帯が安心して医療を受け
るため、適切な対応と医療費の財
源を確保していきたい。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

県の補助制度を有効活用するとともに、所要の財源確保を図る。

所
属
長
評
価

今後、消費税の増税も見込まれ、経済的負担が増加する中、医療費の
負担軽減は、子育てしやすい環境を提供するために必要な事業の一つ
である。県補助金を活用しながら継続実施する必要がある。

所
属
長
評
価

経済基盤の弱い家庭の多いひとり親家庭の医療費負担軽減につな
がっている。子育てしやすい環境の提供を目的とし、県補助金を活用し
ながら継続実施する必要がある。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

233-110-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H23 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○事業内容

ひとり親家庭の親が、より収入を高く安定している正規雇用として就業することを可能にするため、就職に有利な資格

の取得支援施策を拡充する。

・令和元年度　１名資格取得のため福祉専門学校へ入校。

４．投入資源 （単位：千円）

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　①

事務事業名 母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業 事務事業コード 233-112-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童母子措置事業費 予算コード 01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

母子家庭の母又は父子家庭の父に対し、就職の際に有利となり、か
つ、生活の安定に役立つ資格の取得を促進する。

事
業
内
容

看護師、介護福祉士、保育士等の資格を習得するため、養成機関にお
いて、１年以上のカリキュラムを修業し、資格の取得が見込まれる者に
給付金を支給する。

対
象

本市に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父で現に児童を扶
養している者等

目
指
す

状
態

母子家庭又は父子家庭の生活の安定を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 - - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 0 0 1 1
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

今年度支給を受けた母子家庭の母親は、資格取得には至らなかったが、学んだ事を仕事に活かし意欲を持って就労している。

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

0 0 776 1,200 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 0 0 581 847 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金（3/4） 847

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 0 0 0 0 195 353 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 0 0 774 791 764 778 母子家庭等高等職業訓練促進給付金 1,105

内
訳

正規職員（人） 0.10 0.10 0.10 0.10

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 0 0 774 791 1,540 1,978

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
１名支給決定による増

（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

233-112-36（Ｒ1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

○

●

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 資格取得に給付金を支給することは、生活の安定を図るために必要である。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 必要な資格取得を促進するために、取得に係る受講期間について給付金を
支給することで、資格取得に取り組みやすい環境を整えている。

見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 母子家庭や父子家庭の生活の安定を図るために必要である。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がない
か

向上の余地がない より多くの方々に安定した就業への道筋を図るべく、資格取得に取り組みやす
い環境を整える必要がある。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な資格取得の取組みを支援するこ
とは、生活の安定に結びつく。

なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 本市に住所を要する者を対象としており、他自治体との連携はできない。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業費
を削減できないか

削減の余地がない 事務処理上最低限の配置である。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 経済的負担軽減であり、官民協働の事業とはならない。

できる

対象者への周知が必要である。 児童扶養手当受給者へ現況届送付
時に、制度を記載した”ひとり親福祉
のしおり”を配布し周知を図った。
 また、受付期間中に「ハローワーク
出張相談日」を設け、ハローワークと
連携して就労相談を行った。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

ホームページ等でお知らせをする。母子・父子自立支援員による対象者の掘り起こし
を行う。

所
属
長
評
価

母子家庭等の保護者の資格取得により、就業につながり、当該世帯の
経済的な基盤の安定が期待できる事業であり継続して取り組む必要が
ある。平成30年度に1件の利用があり、今後も対象者への周知の取り組
みを行う。

所
属
長
評
価

母子家庭等の保護者の資格取得により、就業につながり、当該世帯の
経済的な基盤の安定が期待できる事業であり継続して取り組む必要が
ある。平成30年度に1件の利用があり、令和元年度に継続して行った。
対象者への周知については、強化していきたい。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

233-112-36（Ｒ1実績評価）



Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H28 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○事業内容

ひとり親家庭の親の主体的な能力開発の取組みを支援し、自立の促進を図るため、指定教育訓練講座を受講するために

支払った費用の一部を支給する。

４．投入資源 （単位：千円）

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　①

事務事業名 母子家庭等自立支援教育訓練給付金支給事業 事務事業コード 233-113-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市母子家庭等自立支援教育訓練給付金支給事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 3款2項2目 児童母子措置事業費 予算コード 01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取組みを支援
し、母子家庭及び父子家庭の自立の促進を図る。

事
業
内
容

教育訓練の受講のために支払った費用（入学料及び授業料に限る）の
６割に相当する額を支給する。ただし、その６割に相当する額が２００，０
００円を超える場合の支給額は２００，０００円とし、１２，０００円を超えな
い場合は訓練給付金の支給は行わない。

対
象

本市に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父で現に児童を扶
養している者等

目
指
す

状
態

母子家庭及び父子家庭の生活の安定を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 - - - -
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 0 0 0 0
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

-

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

0 0 0 0 歳入の積算内訳

内
　
訳

国庫支出金 0 0 0 0

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 0 0 0 0 0 0 主な歳出の内訳

人件費　・・・　② 0 0 774 791 764 778

内
訳

正規職員（人） 0.10 0.10 0.10 0.10

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

費用合計（①+②） 0 0 774 791 764 778

臨時嘱託等（人）

事業費増減の理由
（３０％以上増減の場合）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

233-113-36（R1実績評価）



Ｒ 1 事務事業評価（実績評価） ※裏面は、評価事業のみ記入

（シートＢ）

５．項目別評価
区分

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

●

○

○

●

６．上記評価で出された課題

７．上記課題に対する改善方法

９．所属長評価及び今後の方向性

□ □ □ □ □ □ □ □
■ □ ■ □

○　２次評価等使用欄

□
□ □ □ □
□ □ □ □
□ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ □ □

できない 経済的負担軽減であり、官民協働の事業とはならない。

できる

項目 自己評価（チェック） 左記の判断理由　　（評価の判断理由を記述する）

目
的
妥
当
性

①事務事業の目的が
施策に結びついているか

結びついている 母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取組みに
支援することは、生活の安定に結びつく。見直しの余地がある

②対象や目指す状態が
適当であるか

適切である 資格取得に取組みやすい環境を整える必要がある。

見直しの余地がある
有
効
性

③成果の向上余地がない
か

向上の余地がない 国庫補助の基準どおりに実施している。

向上の余地がある

⑧地域の課題や実情に合わ
せた事業となっているか

なっていない 母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取組みに
支援することは、生活の安定に結びつく。なっている

削減の余地がある

⑤人員や実施形態は
適正か

改善の余地がない 事務処理上、最低限の配置である。

改善の余地がある

⑦官民協働できるか

８．課題解決に向けた現時点におけ
る取り組み状況今回の評価（R1実績評価）

効
率
性

④成果を下げずに事業費
を削減できないか

削減の余地がない 事業費すべてが給付費であるため、削減できない。

⑥他自治体と連携できる
か

できない 本市に住所を有する者を対象としており、他自治体との連携はできな
い。できる

対象者への更なる周知が必要である。 ８月の児童扶養手当現況届提出時に、制
度を記載した“ひとり親福祉のしおり”を
全員に配布し、周知を図った。
　また、受付期間中に「ハローワーク出張
相談日」を設け、ハローワークと連携し就
労相談を行った。

今回の評価（R1実績評価）

前回の評価 今回の評価（R1実績評価）

ホームページ等でお知らせする。

所
属
長
評
価

平成28年度から開始した事業であるが、これまで実績は無い。しかし、
経済的基盤の弱い母子家庭等の経済力向上を図る事業であり継続して
取り組む必要がある。
事業の周知や窓口業務の中で提示していくなど、広報に力を入れてい
く。

所
属
長
評
価

平成28年度から開始し、これまで実績は無いが、経済的基盤の弱い母
子家庭等の経済力向上を図る事業であり継続して取り組む必要があ
る。
事業の周知や窓口業務の中で説明していくなど、母子家庭等高等職業
訓練促進給付金等支給事業とともに利用促進に力を入れていく。

今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了 今後の
方向性

現行 拡大 縮小 終了

改善 休廃止 改善 休廃止

今後の方向性 理由等

現行

拡大 事業費の拡大 人員の拡大 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

縮小 事業費の縮小 人員の縮小 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

改善 対象の見直し 事業内容の見直し 実施形態の見直し 財源の確保

□ 休廃止
周期的に実施 一定の成果が得られた 効果が薄い 財源が不足

目的妥当性がない 時代に適合していない 　　　年後に廃止 その他

総合意見

(
C
H
E
C
K
)
 

自

己

評

価

(
A
C
T
IO

N
)

改

善

233-113-36（R1実績評価）
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